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はじめに 

国は２０１４年（平成２６年）１２月に、少子・高齢化社会の進展に的確に対応し、人口減少社

会に歯止めをかけるとともに、東京一極集中ⅰを是正し、それぞれの地域が自らの地域資源を活用

して、将来に向かって活力ある地域社会を創造することを目的とする、「まち・ひと・しごと創生

法」を制定するとともに、「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」および第１期の「まち・ひ

と・しごと総合戦略」を策定し、今後の「地方創生」に向けた取組みの方向性を示しました。 

鯖江市では、国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」および福井県が策定する「長期ビジ

ョン」の趣旨を尊重するとともに、国および福井県の第１期の「まち・ひと・しごと創生総合戦

略」との連携を勘案しながら、人口、経済、地域社会の課題に一体的に取り組むため、２０１５年

（平成２７年）１０月に「鯖江市人口ビジョン」および第１期の「鯖江市まち・ひと・しごと創生

総合戦略」を策定しました。 

第１ 期総合戦略の策定から５年が経過し、社会情勢が変化する中、国・県においてそれぞれ第

２期の総合戦略が策定されたことから、本市においても引き続き、第１期の取組みを継続するとと

もに、新たなステップに向けて地方創生に取り組んでいくため、第２期の総合戦略を策定しまし

た。 

 

ⅰ 2013 年の統計によれば、他の地域から東京圏（東京、埼玉、千葉および神奈川の一都三県）への転入超過は約 10 万人となって

おり、その内訳としては、特に若い世代が大半を占めており、大学進学時ないし大学卒業後就職時の転入がその主たるきっかけと

なっている。 
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鯖江市人口ビジョン（平成２７年１０月策定） 

１ 国の長期ビジョン 

 国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）が公表している「日本の将来推計人口

（平成２４年）」によれば、このまま推移すると、２０６０年の我が国の総人口は８，６７４万人に

まで落ち込むと推計されています。さらに、２１００年に５，０００万人を切った後も、人口が減少

し続ける見通しとなっています。 

これに対し、国は、仮に、２０３０～２０４０年頃に合計特殊出生率ⅰが人口置換水準ⅱまで回復

するならば、２０６０年に総人口１億人程度を確保し、その後２０９０年頃には人口が９，０００万

人程度で概ね安定することが見込まれるとしています。この国の推計では、２０２０年に合計特殊

出生率＝１．６程度、２０３０年に１．８程度まで向上し、２０４０年に人口置換水準が達成される

ケースを想定しています。 

また、人口減少への対応への取組みの基本的な視点として、①「東京一極集中」を是正する、②若

い世代の就労・結婚・子育ての希望を実現する、③地域の特性に即した地域課題を解決する、の３点

を掲げています。①「東京一極集中」を是正するについては、具体的に、現在、３５歳未満の若い世

代で約１０万人が東京圏へ転入超過という状況を２０２０年に是正するとしています。 
 

図１．我が国の人口の推移と長期的な見通し 

 

【出典】「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」資料 

 

 ⅰ 合計特殊出生率とは、15～49 歳までの女性の年齢別出生率の合計のことで、一人の女性が一生の間に生む子どもの数に相当する。 

ⅱ 人口置換水準とは、人口が増加も減少もしない均衡した状態となるために必要とされる合計特殊出生率の水準のこと。現在の日本

の人口置換水準は、2.07（平成 24 年社人研）。 
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２ 鯖江市の現状と将来人口推計による分析 

Ⅰ 総人口の推移 

鯖江市では、市制施行以来、順調に人口増加が続いてきましたが、２００７年（平成１９年）

以降から現在に至るまでほぼ横ばいとなっています。（図２） 

  また、人口を年齢区分別に見てみると、年少人口（０歳～１４歳）については、国の傾向と同

様に、１９７１～１９７４年（昭和４６～４９年）にはいわゆる「団塊ジュニア世代（第二次ベ

ビーブーム世代）」の誕生により一時的に増加傾向となりましたが、その後は長期的には減少傾

向が続いています。一方で、老年人口（６５歳以上）は、生産年齢人口（１５～６４歳）世代が

順次老年期に入り、また、医療技術の進歩等により、平均寿命が延びたことから、一貫して増加

を続けており、２０００年代には年少人口数を上回り、２０１０年（平成２２年）の高齢化率

（総人口に占める老年人口の割合）は２２．８％に達しています。生産年齢人口は、２０００年

（平成１２年）頃までは増加していましたが、それ以降は減少し続けています。  （図３） 
 

図２．鯖江市の人口推移 

  
【備考】住民基本台帳人口（毎年１０月１日時点） 

図３．年齢３区分別の人口推移 

  
【出典】総務省「国勢調査」 

Ⅱ 出生・死亡、転入・転出の推移 
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次に鯖江市の人口変動について、①出生数および死亡数の大小による「自然増減」の要因と、

②転入数および転出数の大小による「社会増減」の要因に分けて分析します。 

まず、「自然増減」については、鯖江市の出生数は、１９９９年（平成１１年）の７３２人を

ピークに、以降はやや減少傾向にあり、他方で死亡数は高齢化の急速な進行等を背景として増加

傾向にありますが、死亡数が出生数を下回る水準で推移していたため、近年までは「自然増」の

状態を維持できていました。しかし、２０１０年（平成２２年）以降は、死亡数の急速な増加を

背景として、出生数と死亡数がほぼ均衡した状態となり、２０１３年（平成２５年）および２０

１４年（平成２６年）においては、死亡数が出生数を上回る「自然減」の状態となっています。

（図４） 

出生数に大きな影響を与える合計特殊出生率の推移をみると、足元では、鯖江市は１．６８

（２００８～１２年（平成２０～２４年）の５ヵ年平均）と、国の１．３８および福井県の１．

６２を上回る、比較的高めの水準となっていますが、長期的に人口を維持することができる水準

（２．０７：人口置換水準）には届いておらず、ここ２０年間はほぼ横ばいの状況にあります。

出生数を増加させるためには、この合計特殊出生率を向上させることが重要となります。（図５） 

「社会増減」については、様々な要因によって左右されるため、年による変動はあるものの、

鯖江市の転入数は１９９８年（平成１０年）の２，０７０人をピークに、転出数は１９９６年（平

成８年）の１，９２６人をピークに、転入数、転出数ともに減少傾向にあります。近年では、２

００９年（平成２１年）は転出数が転入数を上回る「転出超過（社会減）」となっていますが、

基本的には、転入数が転出数を上回る「転入超過（社会増）」となる傾向が続いています。（図６） 

図４．出生・死亡の推移 

 

【出典】総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」 
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図５．合計特殊出生率の推移 

 

【出典】厚生労働省「人口動態保健所・市区町村別統計」 

 

図６．転入・転出の推移 

 

【出典】総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」 
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Ⅲ 年齢階級別の人口移動の状況 

鯖江市の「社会増減」についての要因を分析するために、鯖江市への転入・転出についてさら

に年齢階層別に見てみます。（図７）は、５歳ごとの年齢階級別の純移動数（転入数から転出数

を引いた数）を示したものですが、２００５年（平成１７年）から２０１０年（平成２２年）に

かけての人口移動の状況をみると、１５～１９歳の年齢階層が５年間で大きな転出超過（社会

減）となっていることがわかります。詳細については、後述の「Ⅳ ⅲ）純移動数」で分析して

いますが、大学・短大等の進学時や卒業後の就職時に、東京圏をはじめとした県外に転出する若

者が多いことが背景にあると考えられます。 

また、一方で２０～２４歳および２５～２９歳の年齢階層が５年間で大きく転入超過（社会

増）となっていますが、こちらも詳細は後述の「Ⅳ ⅲ）純移動数」で分析していますが、この

転入超過（社会増）は、県内他市町からの転入者による影響が大きく、県外からの U ターンⅰや

I ターンⅱによる若年世代の転入が決して多いわけではないと考えられます。 

したがって、鯖江市においては、大学・短大等の進学時や卒業後の就職時に転出した若年世代

の U ターンや、東京圏などの大都市圏からの I ターンによる転入が少ないことに、社会的な課

題があることが推察されます。 

 

図７．年齢階級別純移動数 

（２００５年（平成１７年）から２０１０年（平成２２年）にかけての純移動数） 

 

【出典】総務省「国勢調査」、総務省「住民基本台帳人口移動報告」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 
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Ⅳ 年齢別転入元・転出先の状況 

ⅰ）転入 

２０１３年（平成２５年）における鯖江市の年齢階層別および転入元別の転入数を見てみる

と、男女ともに２０～３９歳の転入数が他の年齢階層と比較して多くなっており、その内訳と

しては、県内他市町からの転入が最も多くなっています。関東圏や関西圏などの県外からの転

入者は総じて少なくなっています。特に女性の２５～２９歳の転入は２０７人と、他の年齢階

層と比較しても突出して多くなっており、そのうち約４分の３（１５６人）が県内他市町から

の転入者となっています。（図８） 

 

図８．男女別・年齢別・転入元別 転入者数 

２０１３年（平成２５年） 男 

 

２０１３年（平成２５年） 女 

 

【出典】総務省「国勢調査」、総務省「住民基本台帳人口移動報告」に基づき鯖江市作成 
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ⅱ）転出 

次に、２０１３年における鯖江市の年齢階層別および転出先別の転出数を見てみると、転入

と同様に、男女ともに２０～３９歳の転出数が他の年齢階層と比較して多くなっていますが、

内訳については県内他市町への転出が最も多くなっている一方で、関西圏や関東圏への転出数

も比較的多くなっています。特に男性の２０～２４歳の転出数は１６３人と多く、県外への転

出が全体の約４分の３（１２０人）と、県内他市町への転出数（４３人）を大きく上回ってお

り、大学卒業後の就職先として関東圏や関西圏等の県外企業を選択している学生が多いことが

推察されます。（図９） 

 

図９．男女別・年齢別・転出先別 転出者数 

２０１３年（平成２５年） 男 

  

２０１３年（平成２５年） 女 

  
【出典】総務省「国勢調査」、総務省「住民基本台帳人口移動報告」に基づき鯖江市作成 
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ⅲ）純移動数 

先ほどの「ⅰ）転入」「ⅱ）転出」を合わせた「純移動数」を見てみると、男女ともに１５

歳～２４歳では「転出超過（社会減）」になっており、特に、関西圏や関東圏への転出超過が

多くなっています。一方で、２５歳～２９歳については、県内他市町からの「転入超過（社会

増）」となっており、その他の年齢階層についても、概ね「転入超過（社会増）」となっていま

す。（図１０） 

このグラフからもわかるように、２５～２９歳の世代が転入超過（社会増）となっている要

因は、県外からの転入ではなく、同じ福井県内の他市町からの転入であり、県外の東京圏・関

西圏に対しては、１５～２９歳のいずれの階層でも転出超過（社会減）となっていることがわ

かります。 

 

図１０．男女別・年齢別・移動元先別 純移動数 

２０１３年（平成２５年） 男 

  

２０１３年（平成２５年） 女 

  

【出典】総務省「国勢調査」、総務省「住民基本台帳人口移動報告」に基づき鯖江市作成 
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Ⅴ 総人口および年齢３区分別人口の将来推計 

鯖江市の総人口は、社人研「日本の地域別将来推計人口」に基づくまち・ひと・しごと創生

本部の推計によれば、今後減少を続け、２０６０年には、約５１，７００人（２０１０年から

約２３％減少）になると推計されています。（図１１） 

年齢階層別に見ると、年少人口および生産年齢人口は大幅に減少し続けていく一方で、老年

人口は、２０４０年頃まで増加し続け、結果として、２０６０年には高齢化率が約３４％に達

し、国と同様、鯖江市でも急速に少子・高齢化が進むことになります。（図１２） 

また、同推計において「自然増減」と「社会増減」に分けて見てみると、社会増減は２０６

０年までやや増加で推移しますが、自然増減については、出生数の減少と死亡数の増加がとも

に進んでいくため、自然減の減少幅が大幅に拡大していくことがわかります。（図１３、１

４） 

このような結果、２０６０年における鯖江市の人口ピラミッドは、国と同様に、年齢が低い

世代よりも、年齢が高い世代の人口が比較的多くなる、逆三角形のような形状となります。

（図１５） 

 

図１１．鯖江市の将来人口推計（～２０６０年） 

 

 

【出典】社人研「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 
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図１２．年齢３区分別の将来人口推計（～２０６０年） 

 

【出典】総務省「国勢調査」、社人研「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 

 

図１３．自然増減・社会増減の将来推計（～２０６０年） 

 

【出典】社人研「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 
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図１４．出生数・死亡数の将来推計（～２０６０年） 

 
【出典】社人研「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 

 

図１５．人口ピラミッドの比較（２０１０年と２０６０年） 
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Ⅵ 人口の変化が将来に与える影響 

以上で分析してきたように、鯖江市の人口は、将来的には、「社会増減」についてはやや増

加傾向で推移するものの、若者を中心とした県外への転出超過（社会減）が多く、特に２０６

０年まで、１５～１９歳の年齢階層人口の大きな転出超過（社会減）が続くことが見込まれて

おり、このような状況が、将来の人口減少に大きく影響すると考えられます。（図１６）ま

た、出生数に影響のある（子どもを産み、育ててくれる）母親世代人口（１５～４９歳の女

性）については、やや社会減で推移することが見込まれており（図１７）、こうした影響等に

より、出生数の減少が続くとともに、老年人口の増加にともない死亡数の増加が続くことか

ら、大幅な「自然減」が将来にわたって進んでいくことが予想されます。 

その結果、鯖江市の人口は２０６０年には約５１，７００人まで減少すると推計されていま

すが、このような人口減少は経済や財政面で大きな影響を与えます。人口、特に労働力である

生産年齢人口の急激な減少は地方経済や消費市場を縮小させ、商業施設等の民間施設の撤退な

どが懸念されます。また、財政面では、人口減少により税収が減少する一方で、市民一人当た

りの生活インフラⅰの維持管理コストが増大することや、高齢化の進行等によって医療・介護

需要の増大により社会保障関係費が増大することが想定されますが、現在でも市の財政はひっ

迫しており、将来的に余裕がある状況ではありません。このように、将来的な人口減少を放置

しておくことは、市民生活に重大な影響を及ぼすことになります。 

 

図１６．年齢別 社会増減の将来推計（～２０６０年、５年間での純移動数） 

 

 

【出典】社人研「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 
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図１７．女性（１５～４９歳）の社会増減の将来推計（～２０６０年） 

 

 

【出典】社人研「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 
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３ 人口の将来展望 

Ⅰ Ｕ・Ｉターンに対する意識 

ⅰ）ｗｅｂアンケートⅰの概要 

北陸地域および東京の若年層を対象としたアンケート調査の結果から、居住地選択条件お

よび定住条件を分析したところ、下記の傾向が確認されました。 

   

  

○ 居住地を選択する際に重視する条件として、点数が高かった項目は、 

・手頃な家賃、広さ、間取りの住宅が見つかりやすい 

・医療施設（病院・診療所・歯科など）が利用しやすい 

・台風、地震、津波等の自然災害の心配が少ない 

・治安が良い 

・火災や交通事故が少ない 

・水や空気がおいしい 

・ごみごみした様子がなく清潔感がある 

・悪臭や騒音などの公害が少ない 

などが挙げられる。その中でも「手頃な家賃、広さ、間取りの住宅が見つかりやすい」は、

アンケート回答者の志向性に関わらず、高い点数がつく傾向にあるため、居住地選択の「基

礎的な条件」のひとつであると分析できる。 

○ また、転居のきっかけとなりうる条件についての回答では、居住地選択の回答と同様

に、医療施設の利便性、防災、防犯等に関する安心感、豊かな自然や清潔さ等の生活環境

の良さが重視される傾向にある。そのため、これらの項目は居住地選択の「理想的な条件」

としてみることができる。 

○ 一方で、仕事のみつけやすさ、子育てのしやすさ、買い物の便利さ、遊びの選択肢の多

さなどは、転居のきっかけとなりうる条件としては重視されたものの、居住地選択におい

ては点数がそれほど高くなかったことから、これらの項目は居住地選択の「現実的な条

件」としてみることができる。 

○ 上記の回答結果と、定住意向の回答から分析すると、若者の定住意向を決定づける条件

としては、親しい友人や仲間との活動のしやすさ、親元との往来のしやすさ（または同居

のしやすさ）、子育てのしやすさ、手頃な住宅の確保のしやすさ等が重視されていること

がわかる。 

ⅰｗｅｂアンケートの実施方法はＰ110 を参照 
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ⅱ) グループインタビューⅰの概要 

高校生から子育て層までの鯖江市民および市内通学者・就業者を対象としたグループイン

タビューからは、下記のような意識傾向が確認されました。 

   

 

ⅲ) 分析結果 

ｗｅｂアンケートおよびグループインタビューの結果から、人口の将来展望を描くうえで

踏まえるべきＵ・Ｉターンや結婚・子育てに対する意識は以下のように整理することができま

す。 

   

  

○ 現在の鯖江市での暮らしについては概ね大いに満足している。市内に買い物やレジャー

施設が十分にあるわけではないが、鯖江市と隣接する市町までを一体的な生活圏として捉

えている傾向があるため、特に不満を感じていない。 

○ 大学進学時には、自らの見聞を広める、あるいは自らが望む勉強をするために市外、県

外に出ていきたい、あるいは大学が少ないために県外へ出ざるを得ないという意識が強く

ある。その親世代においても、進学先は本人の意思に委ねたい、あるいは積極的に外へ出

ていくのがよいという意識が強くある。 

○ 一方で、いずれの年代においても、進学時に市外・県外へ出たとしても、将来はＵター

ンして“家を継ぐ”という意識が潜在的に根強くみられる。 

○ 高校生くらいの年齢から、将来は結婚して子育てをするということを前提に人生設計を

構想している。また、自らが育った環境を割合肯定的に評価し、同じ環境で子育てをした

いという意識が強くある。 

○ 公的な支援制度以上に、同居もしくは近居により、親が近くにいるということが子育て

のしやすさに強く影響している。 

 大学等への進学に伴う転出を抑制することは現実的ではなく、鯖江市へのＵターン、周

辺市町を含む北陸各地域出身者の鯖江市への J ターンを想定することがより現実的であ

ると考えられる。 

 若年層の居住地選択に係る理想的条件と子育てのしやすさという現実的条件を鯖江市

はすでに満たしているものと考えられることから、上記のＵターン、Jターンを増やすこ

との潜在的な可能性はあるものと考えられる。 

 学生の時期から、結婚や子育てを意識し、かつ鯖江市での子育てを望んでいることか

ら、若年層、とりわけ女性の転入を増やすことが、合計特殊出生率を維持・向上させるこ

とにつながるものと考えられる。 

ⅰ グループインタビューの実施方法はＰ110 を参照 
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Ⅱ人口の将来展望 

ⅰ) 人口の将来展望 

鯖江市の人口減少に歯止めをかけるためには、①国の長期ビジョンと同様に、合計特殊出生

率を引き上げ、出生数を増加させていくこと、②若者世代、特に母親世代人口の社会増（鯖江

市からの転出を抑え、鯖江市への転入を増やす）を増やすことを同時並行的に実施することが

必要不可欠です。 

国の長期ビジョンにおいては、２０６０年に総人口１億人程度を確保することを目指し、２

０２０年に合計特殊出生率を１．６程度、２０３０年に１．８程度まで向上し、２０４０年に

人口置換水準（２．０７）に引き上げるとともに、現在、３５歳未満の若い世代で約１０万人

が地方から東京圏へ転入超過という状況を２０２０年に是正するという目標を立てています。 

鯖江市の目指すべき方向と国の長期ビジョンの方向性は一致していることから、国の長期ビ

ジョンとの整合性を図り、次のような人口の将来展望を掲げます。 

 

①の合計特殊出生率の向上については、足元では、鯖江市の合計特殊出生率（１．６８）は

国（１．３８）よりも高い水準にあることから、国の数値目標を５年前倒しで達成するととも

に、最終的に人口置換水準（２．０７）を超える２．１にまで向上させることとします。 

②の社会増については、国の長期ビジョンでは東京圏への若者の転入超過（１０万人程度）

を是正し、２０２０年までに均衡させることとしていますが、鯖江市における、社会増減につ

いては、２０６０年までやや社会増で推移すると見込まれていることから、より意欲的な目標

として、転出抑制よりも転入促進に重点を置く中で若者を推計値よりも毎年３０人増加させる

ことを目指します。 

ⅱ) 人口の将来推計 

ⅰ）の将来の人口展望に基づき、鯖江市の２０６０年までの将来人口を独自に推計してみる

と、まず、合計特殊出生率の向上により、鯖江市の人口は２０６０年において約５万７千人

（社人研推計よりも約６千人の増加）にまで増加することが見込まれます。（図１８のパター

ン２）さらに、若者を毎年３０人増加させることを達成したときには、２０６０年の人口は約

６万人（さらに約２千４００人の増）まで増加することが見込まれます。（図１８のパターン

３） 

このとき、出生数の増加と若者の社会増により、全体の人口が増えるとともに、生産年齢人

口および年少人口数が増加することになるため、２０６０年の高齢化率は２９．５％（社人研

推計では３４．３％）に抑えられます。（図１９）また、自然増減と社会増減については、若

者の増加によって、２０６０年までの社会増が拡大する一方で、自然増減については、死亡数

の増加に変化がないため、自然増に転ずるまでにはいかないが、出生数の増加によって、自然

減の幅が大きく減少していることがわかります。（図２０、２１） 

結果として、２０６０年における人口ピラミッドをみてみると、パターン１（社人研推計）

と比べ、明らかに生産年齢人口および年少人口が増加しており、逆三角形の状況が解消されつ

つあります。（図２２） 

① 現在の合計特殊出生率１．６８を２０２５年に１．８、２０３５年に２．０７（人口置

換水準）、２０４０年に２．１まで向上させる。 

② 若者の大学・短大等の進学時や卒業時における転出抑制や、Ｕターン・Ｉターン等の転

入促進により社会増減を現在の推計値よりも毎年３０人増加させる。 
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図１８．人口の将来展望に基づく将来人口推計（～２０６０年） 

 

【出典】社人研「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 
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図１９．人口の将来展望に基づく年齢３区分別の将来人口推計（～２０６０年） 

 

【出典】社人研「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 

 

図２０．人口の将来展望に基づく自然増減・社会増減の将来推計（～２０６０年） 

 

【出典】社人研「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 
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図２１．人口の将来展望に基づく出生数の将来推計（～２０６０年） 

 

【出典】社人研「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 

 

図２２．人口の将来展望に基づく人口ピラミッドの変化（２０６０年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】社人研「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 
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４ 人口ビジョン策定後の状況（２０１８年社人研推計等の分析） 

Ⅰ 総人口の推移 

２００７年（平成１９年）以降は、現在に至るまで微増の傾向が続いています。（図２３）人

口ビジョンの目標値では、２０１５年（平成２７年）以降は減少する予定でしたので、大きく上

振れしたことになります。 

また、年齢区分別に見てみると、年少人口（０歳～１４歳）については、微減傾向が続く中、

老年人口（６５歳以上）は、増加を続けており、２０１５年（平成２７年）の高齢化率（総人口

に占める老年人口の割合）は２６．２％に達しています。生産年齢人口は、引き続き減少し続け

ています。結果、どの区分についても人口ビジョンの目標値と同程度となっています。（図２４） 
 

図２３．鯖江市の人口推移 

 

【備考】住民基本台帳人口（毎年１０月１日時点） 

 

図２４．年齢３区分別の人口推移 

 

【出典】総務省「国勢調査」 
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Ⅱ 出生・死亡、転入・転出の推移 

「自然増減」については、２０１３年（平成２５年）以降は、引き続き、死亡数が出生数を上

回る「自然減」の状態となっており、減少幅は拡大傾向にあります。（図２５）結果、人口ビジ

ョンの目標値に達していません。 

「社会増減」については、２０１０年（平成２２年）以降は、転入数が転出数を上回る「転入

超過（社会増）」となっており、増加幅は拡大傾向にあります。（図２６）結果、人口ビジョンの

目標値を大きく上回っています。 

 

図２５．出生・死亡の推移 

 

【出典】総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」 

 

図２６．転入・転出の推移 

 

【出典】総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数に関する調査」 
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Ⅲ 年齢階級別の人口移動の状況 

５歳ごとの年齢階級別の純移動数（転入数から転出数を引いた数）は、２０１０年（平成２２

年）から２０１５年（平成２７年）にかけては、人口ビジョン策定時と同様に、１５～１９歳の

年齢階層が５年間で大きな転出超過（社会減）となっており、大学・短大等の進学時や卒業後の

就職時に、東京圏をはじめとした県外に転出する若者が多いことが背景にあると考えられます。

（図２７） 

また、２０～２４歳および２５～２９歳の年齢階層が５年間で大きく転入超過（社会増）とな

っている点も人口ビジョン策定時と同様であり、後述の「Ⅳ ⅲ）純移動数」での分析のとおり、

県内他市町からの転入者による影響が大きい中での転入超過が続いています。 

 

図２７．年齢階級別純移動数 

（２０１０年（平成２２年）から２０１５年（平成２７年）にかけての純移動数） 

 

【出典】総務省「国勢調査」、総務省「住民基本台帳人口移動報告」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 
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Ⅳ 年齢別転入元・転出先の状況 

ⅰ）転入 

年齢階層別および転入元別の転入数も、人口ビジョン策定時と同様な状況が続いており、男

女ともに２０～３４歳の転入数が他の年齢階層と比較して多く、その内訳としては、県内他市

町からの転入が最も多くなっています。関東圏や関西圏などの県外からの転入者は総じて少な

くなっています。（図２８） 

 

図２８．男女別・年齢別・転入元別 転入者数 

 

２０１８年（平成３０年） 男 

  

２０１８年（平成３０年） 女 

  

【出典】総務省「国勢調査」、総務省「住民基本台帳人口移動報告」に基づき鯖江市作成 
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ⅱ）転出 

年齢階層別および転出先別の転出数も、人口ビジョン策定時と同様な状況が続いており、転

入と同様に、男女ともに２０～３４歳の転出数が他の年齢階層と比較して多くなっています

が、内訳については県内他市町への転出が最も多くなっている一方で、関西圏や関東圏への転

出数も比較的多くなっています。特に男性の２０～２４歳の転出者の約４分の３が県内他市町

へ転出しており、大学卒業後の就職先として関東圏や関西圏等の県外企業を選択している学生

が多いことが推察されます。（図２９） 

 

図２９．男女別・年齢別・転出先別 転出者数 

２０１８年（平成３０年） 男 

 

 

２０１８年（平成３０年） 女 

 

【出典】総務省「国勢調査」、総務省「住民基本台帳人口移動報告」に基づき鯖江市作成 

46

8 6
19

57

103

76

39 32
20 11 10 12 7 5 3 4

8

5

14

20

10

4 9
9

5

10

42

30

12

8 5

4 3

6

15

41

17

13

12
5

4

4 3

3

7

38
21

5

6
8

6

11 11

6

3

3

0

50

100

150

200

250

その他

東海

関西

関東

北陸

福井県

48

9 6 12

83

131

67

26 22 17 21
8 7 9 5 9 8 6

4

17

11

9

6 4 46

25

22

8

7
6 6 3

6

5

25

17

16

5
4

3

10

8

8

6
5

3

3

8

5

6

3
5

0

50

100

150

200

250

その他

東海

関西

関東

北陸

福井県

（人） 

（人） 



25 

 

ⅲ）純移動数 

純移動数は、男性の１５歳～２４歳と女性の２０歳～２９歳では「転出超過（社会減）」に

なっており、特に、関西圏や関東圏への転出超過が多くなっています。 

なお、女性の１５歳～１９歳は、人口ビジョン策定時には「転出超過（社会減）」でした

が、「転入超過（社会増）」に転じ、逆に２５歳～２９歳では「転入超過（社会増）」から「転

出超過（社会減）」に転じています。年によってばらつきがあることから今後の動態を注視す

る必要があります。 

男性の２５歳～３９歳と女性の３０歳～３９歳については、県内他市町からの転入超過（社

会増）となっており、その他の年齢階層についても、概ね「転入超過（社会増）」となってい

る点は人口ビジョン策定時と同様となっています。（図３０） 

人口ビジョン策定時と比べ、３０歳代での転入超過が顕著になっていますが、男性の２５歳

～３９歳と女性の３０歳～３９歳の世代が転入超過（社会増）となっている要因は、県外から

の転入ではなく、同じ福井県内の他市町からの転入である点や、県外に対しては、２０～２９

歳の階層で転出超過（社会減）となっている点は人口ビジョン策定時と同様となっています。 

 

図３０．男女別・年齢別・移動元先別 純移動数 

２０１８年（平成３０年） 男 
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２０１８年（平成３０年） 女 

  

【出典】総務省「国勢調査」、総務省「住民基本台帳人口移動報告」に基づき鯖江市作成 
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Ⅴ 総人口および年齢３区分別人口の将来推計 

鯖江市の総人口は、社人研「日本の地域別将来推計人口」に基づくまち・ひと・しごと創生

本部の２０１８年（平成３０年）時の新たな推計によれば、２０２５年（令和７年）以降減少

を続け、２０６０年には、約５８，２００人（２０１０年から約１５％減少）になると推計さ

れ、人口ビジョン策定時の前回推計から大きく上振れしました。（図３１） 

年齢階層別に見ると、引き続き年少人口および生産年齢人口は、減少し続けていく一方で、

老年人口は、２０５０年頃まで増加し続け、結果として、２０６０年には高齢化率が約３６％

に達し、前回推計の約３４％よりも２ポイント高齢化が進むことになります。（図３２） 

また、同推計において「自然増減」と「社会増減」に分けて見てみると、社会増減は２０６

０年まで前回推計よりも高い水準で増加し続けますが、自然増減については、前回推計と同水

準で自然減の減少幅が大幅に拡大していくことになります。（図３３、３４） 

このような結果、２０６０年における鯖江市の人口ピラミッドは、国と同様に、年齢が低い

世代よりも、年齢が高い世代の人口が比較的多くなる、逆三角形のような形状となりますが、

前回推計に比べ男性の高齢化が進んだ形となります。（図３５） 

 

図３１．鯖江市の将来人口推計（～２０６０年） 

 

 

【出典】社人研「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 
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図３２．年齢３区分別の将来人口推計（～２０６０年） 

 

【出典】総務省「国勢調査」、社人研「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 

 

図３３．自然増減・社会増減の将来推計（～２０６０年） 

 

【出典】社人研「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 
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図３４．出生数・死亡数の将来推計（～２０６０年） 

 

【出典】社人研「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 

 

図３５．人口ピラミッドの比較（２０１０年と２０６０年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】社人研「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 
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Ⅵ 人口の変化が将来に与える影響 

以上から、人口ビジョン策定時と同様に、鯖江市の人口は、将来的には、「社会増減」につ

いては増加傾向で推移するものの、若者を中心とした県外への転出超過（社会減）が多く、特

に２０６０年まで、１５～１９歳の年齢階層人口の大きな転出超過（社会減）が続くことが見

込まれ、将来の人口減少に大きく影響すると考えられます。（図３６）また、出生数に影響の

ある（子どもを産み、育ててくれる）母親世代人口（１５～４９歳の女性）については、社会

減となっていくことが見込まれています。（図３７）結果として、出生数の減少が続くととも

に、老年人口の増加にともない死亡数の増加が続くことから、大幅な「自然減」が将来にわた

って進んでいくという傾向は続いています。 

 

図３６．年齢別 社会増減の将来推計（～２０６０年、５年間での純移動数） 

 

【出典】社人研「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 

 

図３７．女性（１５～４９歳）の社会増減の将来推計（～２０６０年） 

 

【出典】社人研「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 
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Ⅶ 人口の将来推計 

２０１８年（平成３０年）時の新たな推計により、人口ビジョンの将来の人口展望に基づ

き、鯖江市の２０６０年までの将来人口を独自に推計してみると、合計特殊出生率の向上によ

り、鯖江市の人口は２０６０年において約６万２千人（社人研推計よりも約４千人の増加）に

まで増加することが見込まれます。（図１８のパターン２）さらに、若者を毎年３０人増加さ

せることを達成したときには、２０６０年の人口は約６万４千人（さらに約２千人の増）まで

増加することが見込まれます。（図３８のパターン３） 

このとき、出生数の増加と若者の社会増により、全体の人口が増えるとともに、生産年齢人

口および年少人口数が増加することになるため、２０６０年の高齢化率は３２．４％（社人研

推計では３５．９％）に抑えられます。（図３９）また、自然増減と社会増減については、若

者の増加によって、２０６０年までの社会増が拡大する一方で、自然増減については、死亡数

の増加に変化がないため、自然増に転ずるまでにはいかなくとも、出生数の増加によって、自

然減の幅が大きく減少します。（図４０、４１） 

結果として、２０６０年における人口ピラミッドをみてみると、パターン１（社人研推計）

と比べ、明らかに生産年齢人口および年少人口が増加しており、逆三角形の状況が解消されつ

つあります。（図４２） 

 

 

図３８．人口の将来展望に基づく将来人口推計（～２０６０年） 
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図３９．人口の将来展望に基づく年齢３区分別の将来人口推計（～２０６０年） 

 

【出典】社人研「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 

 

図４０．人口の将来展望に基づく自然増減・社会増減の将来推計（～２０６０年） 
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図４１．人口の将来展望に基づく出生数の将来推計（～２０６０年） 

 

   
【出典】社人研「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 

 

図４２．人口の将来展望に基づく人口ピラミッドの変化（２０６０年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】社人研「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 
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「第２期鯖江市まち・ひと・しごと創生総合戦略」 

１ 「総合戦略」策定の背景と趣旨 

鯖江市は、眼鏡・繊維・漆器の三大地場産業を中心としたものづくりのまちであり、多くの中小・零

細企業によって雇用・就労環境が成り立っています。しかし、長引く不況等により、製造品出荷額や商

品販売額はピーク時に比べて減少傾向にあるなど、鯖江市の産業を取り巻く環境は厳しい状況におかれ

ています。また、総人口や年少人口の減少および老年人口の増加とあいまって、今後は就業人口の減少

が見込まれる一方、若者、特に若い女性の地方離れが深刻化するなど、人口減少の克服、地域経済の活

性化、さらには安全・安心で豊かな地域社会の形成などが課題となっています。 

一方、本市では、近年、地場産業で培われた技術を活かした成長分野への進出や海外でも受け入れら

れる新たな商品の研究・開発の支援などによる魅力ある雇用の創出、市民と協働のまちづくりを目指し

た「市民主役条例」の制定と「オープンデータ」の推進による積極的な情報共有、地場産業を支え続け

てきた女性の活躍の世界発信など新たな取組みに挑戦し続けた結果、国内外から注目される先駆的な事

業を生み出し、多くの視察が訪れるなど、「めがねのまちさばえ」の認知度は大きく向上しました。ま

た、長年にわたり河和田アートキャンプをはじめとする学生連携事業に取り組んできた結果、近年、県

外の若者が盛んに市内でまちづくり活動を行ったり、鯖江の魅力をＳＮＳ等で発信してくれたりしてい

ます。中には、本市に移住して県外の仲間とともに起業し地域の活性化に取り組んだり、サテライトオ

フィスや民泊事業を運営しつつ提案型市民主役事業を担ったり、また、地域おこし協力隊として、体験

移住事業を実施し移住意向の高い若者を呼び込んだりといった、まちづくりに積極的に取り組むキーマ

ンも現れ始めています。また、彼らの取組みが新たなキーマンとなる若者や彼らを応援する企業を呼び

込むといった好循環も見られるようになってきています。さらに、本市の若者が生き生きと活躍してい

ることや本市が国に先駆けてオープンデータや小中学校でプログラミングクラブを実施してきたことに

対し、１０年後を見据えたまちづくりを行っていると評価する企業や大学が、サテライトオフィスを設

置してくれたり、市や市民団体に対して様々な支援を行ってくれたりするなど、深いつながりを持つ関

係人口が増え、これらの影響や地理的優位性により、県内で唯一人口が増え続けてきました。 

しかし、今後の少子高齢化による人口減少を克服するためには、更なる関係人口や移住・定住者の増

に向けて、若年層の地元企業への興味・関心の喚起を図り、Ｕターン・Ｉターン等を促すことにより、

若者を呼び込むような取組みや、子どもを安心して産み、育てることができるような、子育て支援を充

実することが必要不可欠となっています。 

 

２ 第１期総合戦略の成果と課題 

第１期総合戦略において、最重要施策として、魅力ある雇用の創出を掲げて取り組んできました。そ

の結果、昨年度に新たに発表されました社人研の推計では、２０６０年の推計人口が人口ビジョン策定

時との比較で６，５００人上振れしたことは大きな成果です。 

また、基本目標Ⅰ「魅力ある雇用の創出」に掲げる、サテライトオフィスの誘致件数をはじめとする

１３のＫＰＩのうち１２が目標達成見込みもしくは改善しており、全７７のＫＰＩについても７５％が

目標達成見込みもしくは改善している点は一定の評価ができます。 

一方で、人口減少に直結するＫＰＩ「若者の社会減の抑制」や「出生数」が目標を下回っている点、

２０６０年の高齢化率の推計が人口ビジョン策定時から１.６％上昇した点、市民アンケートにおいて
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「若者に魅力ある働く場の確保」や「交通網の整備」、「女性が仕事と子育てを両立できるような環境づ

くり」、「家庭や地域生活等の私生活を充実できるよう多様な働き方の推進」などの満足度が低いという

点などが課題です。 

これらの課題に対応するため、第２期の総合戦略では、更なる若者に魅力ある雇用の場と働きやすい

環境づくりに向け、「ＩＴ・ＡＩ・ＩｏＴの導入や有識者等必要な人材の企業間シェアなどによる生産

性や製品価値の向上」、「サテライトオフィスの誘致や後継者のいない企業への事業承継者の公募」、「ス

マート農業の導入」、さらには「関係人口の増加」などを新たな視点に加え、県外への若者流出の抑制

に努めます。 

また、「保育所や児童館などの運営に携わる人材の確保と質の向上」という視点や、「女性が活躍しや

すいまちの実現に向けた研究・啓発や働く女性をまち全体で応援する事業」の実施を新たに加え、更な

る子育て環境の充実に取り組むとともに、高齢化の進展に対処するため、２次交通網の整備による移動

手段の確保や、健康づくりと介護予防の一層の推進に向けて「フレイル予防事業」や「介護予防人材養

成事業」に、高齢者が住み慣れた地域で自立した生活を送れるよう「在宅医療・介護連携推進事業」や

「生活支援体制整備事業」に取り組みます。 

なお、今後の厳しい財政状況や人手不足に対応するべく「Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0の実現」も目指しま

す。 

 

３ 総合戦略の体系 

鯖江市では、国の「総合戦略」に掲げられている４つの「基本目標」 

 

基本目標① 稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるようにする 

基本目標② 地方とのつながりを築き、地方への新しいひとの流れをつくる 

 基本目標③ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

基本目標④ ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地域をつくる 

 

との整合を図りつつ、引き続き、第１期の総合戦略の取組みを継続するため、 

 

基本目標Ⅰ 魅力ある雇用の創出 

基本目標Ⅱ 若者が住みたくなるまちの創造 

 基本目標Ⅲ 若くて元気なまちの創造 

 基本目標Ⅳ 安心で快適に暮らせるまちの創造 

 

の４つの「基本目標」は継続します。 

また、これらの目標を達成するための、横断的な取組みの方向性として５つの「重点施策」を掲げ、

それぞれの基本目標の実現に向けた１９の「基本施策」と、それに附随する重要業績評価指標「ＫＰＩ

ⅰ」を設定しました。 

今後は、本総合戦略に掲げた基本的な方針のもとで、鯖江市が抱えている人口、経済、地域社会の課

題に一体的に取り組んでいきます。 

  

ⅰ 重要業績評価指標 KPI(Key Performance Indicator)とは、目標の達成度合いを計る定量的な指標のこと。 
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ただし、令和２年３月からの新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響などにより、この重要業績

評価指標「ＫＰＩ」については、策定時点の数値（２０１８年度以前の実績値）から計画どおりに推移

しない、または、大きく落ち込むことも想定されますので、以下のとおり対応します。 

①目標値を変更せず、将来的なウィズコロナ・ポストコロナに対応した施策を展開し、目標達成に努め

ます。 

②コロナ禍から生まれた新しい生活様式や価値に合わせた重要業績評価指標「ＫＰＩ」に見直し、目標

達成に努めます。 

 

４ 「総合戦略」のコンセプト  

～世界のめがねの聖地ＳＡＢＡＥの確立～ 

  

●コンセプトの趣旨 

本総合戦略のコンセプトである ～世界のめがねの聖地ＳＡＢＡＥの確立～ の“めがね”とは、眼

鏡産業だけを指すものではなく、繊維や漆器、農業などの「ものづくり」はもとより、これらの産業を

支えてきた女性の活躍や歴史、伝統、文化、自然、環境、市民性など鯖江市固有の地域資源の全てを象

徴するものです。「めがねのまちさばえ」の知名度が大きく向上した今、さらに、世界が認める「めが

ねの聖地ＳＡＢＡＥ」を目指して、これらの資源に磨きをかけ、世界に向けて魅力を発信し続けること

で、多様なステークホルダーⅰが集まり、経済、社会、環境の好循環が生まれる持続可能なまちの確立

を目指すものです。 

 

●コンセプトの背景 

鯖江市は、眼鏡フレームの国内生産シェア約９割を占める眼鏡産業、繊維王国福井の中枢を担ってき

た繊維産業、約１５００年の伝統と業務用漆器の全国生産シェア約８割を誇る漆器産業の三大地場産業

を核とした「ものづくり」に特化したまちです。 

また、眼鏡産業の分業制により育まれた「お互い様の心」など人情の厚い市民性やオープンイノベー

ションⅱ、産業を支える女性の活躍、高い品質とデザイン、機能性を追及する気質は、眼鏡産業のみな

らず、繊維や漆器にも共通する鯖江市の「ものづくり」産業を支えている、誇りのある伝統・文化であ

り、特に女性の活躍は、近年、国内だけでなく国連をはじめ国外からも高い注目を集めており、今後の

展開が期待されています。 

この絶好の機会に、「ものづくり」産業をはじめとする本市ならではの魅力ある地域資源を世界に向

けて発信するとともに、世界から認められる持続可能な地域モデルの確立を目指して挑戦し続けます。 
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５ 「総合戦略」の重点施策 

先導的、横断的な取組みとして、「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の推進」、「世界への挑戦と

創造」、「みんな輝く市民活躍のまち」、「育てやすい暮らしやすいまち」、「ふるさと愛」の５

つを重点施策として設定し、今後５年間に取り組む方向性を示します。 

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）とは、２０１５年（平成２７年）９月の国連総会で採択された国

際社会が２０３０年までに目標達成を目指すための行動計画で、貧困・福祉・ジェンダー・環境・教

育・インフラなどに関わる１７の目標が掲げられています。日本においては２０１６年（平成２８

年）５月にＳＤＧｓ推進本部が設置され、本市においてもこれに賛同し２０１７年（平成２９年）５

月には研究チームを発足し２０１８年（平成３０年）５月には推進本部を設置しています。２０１９

年（令和元年）には内閣府から「ＳＤＧｓ未来都市」および「自治体ＳＤＧｓモデル事業」の選定を

受け、目標５「ジェンダー平等を実現しよう」を軸としてＳＤＧｓ達成に向け取り組んでいます。Ｓ

ＤＧｓは、全ての関係者の役割を重視し、「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある

社会の実現を目指して、経済・社会・環境を巡る広範な課題に統合的に取り組むもので、持続可能な

まちづくりや地域活性化に向けて取組みを推進するに当たって、ＳＤＧｓの理念に沿って進めるこ

とにより、政策全体の最適化、地域課題解決の加速化という相乗効果が期待でき、地方創生の取組の

一層の充実・深化につなげることができます。 

 

 

 

 【ＳＤＧｓにおける１７の目標】 
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 ※ 本総合戦略の各実施施策に、関連する 17 の目標のアイコンを表示しています。 
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【１】持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の推進 

○女性が活躍しやすいまちづくり 

鯖江市は、眼鏡・繊維・漆器といった三大地場産業を持つものづくりのまちであり、古くか

ら下請け分業体制であるため、家族経営が多く、女性も経営を担う一員としての役割を担って

いたことから、女性の就業率や共働き率も高く、女性が働きやすく社会参画しやすい風土が育

まれてきました。今後、持続可能なまちづくりを進める上で、全てのステークホルダーのエン

パワーメントⅰが重要であることはいうまでもありません。そこで、女性が輝き、活躍し続け

られるよう「居場所」と「出番」づくりを創出し、女性のエンパワーメントを生み出すことで、

子どもや男性、地域のエンパワーメントにつなげていきます。 

 

○強靭かつ環境にやさしいまちづくり 

鯖江市は、県内の市町の中で２番目に面積が小さく、人口密度が最も高いまちであることか

ら、行政効率が高く、医療、福祉、商業等の生活機能も整っています。一方で、更なる高齢化

の進展や北陸新幹線の敦賀延伸など新たな課題への対応が求められていることから、公共交

通の利便性向上や道路や水道等の公共インフラの長寿命化、防災・減災機能の強化を図るとと

もに、快適に暮らせるよう、「ゼロカーボンシティ宣言ⅱ」をはじめとする脱炭素社会実現へ

の取組みを深化しつつ、環境にやさしく景観に配慮した施策を推進するなど、全ての人が住み

やすく安心して暮らせるまちづくりに取り組んでいきます。 

 

○Ｓｏｃｉｅｔｙ ５．０ⅲの実現 

厳しい財政状況や人手不足の中、市民サービスの水準を保ち、魅力的なまちづくりを進める

ためには、従来の手法だけでは限界があります。既存の業務をＡＩⅳやロボットなど新たな技

術を活用してオンライン化ⅴ・デジタル化・自動化することにより最大限に効率化させ、市の

業務効率化や市民サービスの向上に取り組んでいきます。 

特に、ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）ⅵを推進し、現在行っているすべての行

政サービスについて、市民等からの申請・手続きのオンライン化をはじめ、審査や交付などの

一連の業務を自動化することを目指していきます。 
 

   ※ 本戦略の各主要な事業において、Ｓｏｃｉｅｔｙ ５．０に関する事業には【Society5.0】

を、今後、Ｓｏｃｉｅｔｙ ５．０に関する事業となることを目指していく事業には

【Society5.0化】を表示してあります。 

 

  

ⅰ エンパワーメントとは、社会や組織の一人ひとりが、抑圧されることなく力をつけることで、自分を取り巻く環境に影響を与える

ようになること。 

ⅱ ゼロカーボンシティ宣言とは、２０５０年までに二酸化炭素などの温室効果ガスの人為的な発生源による排出量と、森林等の吸収

源による除去量との均衡を達成する排出実質ゼロを目指す取組みを表明すること。 

ⅲ Ｓｏｃｉｅｔｙ ５．０とは、サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済

発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会のこと。 

ⅳ ＡＩ（Artificial Intelligence）とは、人工知能のことで、人間にしかできなかったような高度に知的な作業や判断をコンピュータ

を中心とする人工的なシステムにより行えるようにしたもののこと。 

ⅴ オンライン化とは、インターネットなどのネットワーク経由で処理できるような状態にすること。 

ⅵ ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）とは、ＡＩ（人工知能）やセンサー等ＩＣＴ技術の活用、各種デジタルデータの連携

により、人々の生活をより良いものへと変革するもの。 
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【２】 世界への挑戦と創造 

○鯖江ならではのものづくり 

眼鏡産業においては、長年培われたチタンⅰの微細加工技術を活かした医療機器の開発など、

成長分野ⅱへの進出が進んでおり、越前漆器においては、最先端技術を用いた漆の造形物の製

作や海外でも受け入れられる新たなデザインの研究など、海外への販路拡大や産地巡礼型観

光によるインバウンド消費ⅲの取り込みに向けた取組みを進めています。今後も、新たな市場

開拓や需要の拡大を図るとともに、地場産業の更なる知名度向上を目指し、若者に魅力のある

雇用の創出に取り組んでいきます。 

 

○歴史や自然を活かしたまちづくり 

鯖江市最大の観光地であり、市民の憩いの場である西山公園は、市民に愛される魅力溢れる

場所であり、生活に潤いをもたらす緑の空間です。この西山公園を核として、地域に住んでい

る方や鯖江市を訪れた方誰もが楽しく、快適に歩くことができるような、自然・歴史・伝統・

文化等の地域資源を最大限に活かした、魅力的なまちづくりを推進していきます。 

 

【３】みんな輝く市民活躍のまち 

○市民主役ⅳの推進 

早くから「市民主役条例」を策定し、市民と協働のまちづくりを目指してきた鯖江市にとっ

て、「市民主役」は他の自治体に誇れる財産です。これからも、市民一人ひとりがふるさと鯖

江に愛着や誇りを持ち、自ら進んでまちづくりに参加するような、市民主役、全員参加の活気

あるまちづくりに努めます。また、この「市民力」がさらに高まるよう、すべての市民がいき

いきと活躍できる居場所づくりを推進し、より一層みんなが輝き、元気でエネルギーあふれる

まちづくりの推進に努めていきます。 

 

【４】 育てやすい暮らしやすいまち 

○子育て支え合いの推進 

鯖江市では、地区ごとの子育て支援ネットワークなど、子育てがしやすい環境づくりのため

に地区ぐるみで協力し合いながら、地域ぐるみの子育て支援や情報提供・相談を実施してきま

した。今後も、子どもを安心して産み育てることのできるように、家族はもとより社会全体で

育み、皆が子育てを支えあえる地域となるよう取組みを進めることによって、すべての人々に

とってやさしく暮らしやすいまちづくりの推進に努めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ チタンとは、軽くてさびにくいと言った特性を持つ素材のこと。鯖江市ではチタンをいち早くメガネに活用したため、扱いが難し

いとされているチタンを、様々な方法で精密に加工する技術を持っています。 

ⅱ 成長分野とは、一般的には「環境・エネルギー」「健康・医療」「航空・宇宙」分野などを指し、鯖江市においては、特に医療やウ

ェアラブル端末（眼鏡型端末など身につけて持ち歩くことができる情報端末）関連等への進出を目指しています。 

ⅲ インバウンドとは、旅行業界で海外から来日した外国人旅行客のことを指すものであり、インバウンド消費は、訪日外国人観光客

による日本国内での消費のことを指します。 

ⅳ 市民主役については、自分たちのまちは自分たちがつくるという市民主役のまちづくりを進めることを目的として、2010 年（平

成 22 年）4 月 1 日に、市民による市民のための「市民主役条例」が施行され、この市民主役条例の推進に向け、同年 7 月 7 日に設

置された「鯖江市民主役条例推進委員会」と市が協定を締結し、市民主役の具現化に取り組んでいます。 
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【５】 ふるさと愛 

○若者の夢がかなうまち 

鯖江市では、いち早く、資金不足に悩む民間の中小・零細企業等に対しクラウドファンディ

ングⅰという資金調達の場を行政により提供することで、若手企業家等の新たなる挑戦を応援

してきました。現在、民間による資金調達の場が整い、行政として一定の役割を果たしたこと

から、今後、これら民間サービスの活用などにより若者の夢を応援するとともに、若者の柔軟

で創造性豊かな提案を市政に反映することを通じて、さばえファンの獲得や若者が活動しや

すいまちづくりに努めていきます。 

 

○ふるさと教育の推進 

子どもたちは、地域のかけがえのない宝です。子どもたちがものづくり体験等を通して、ふ

るさと鯖江の伝統ある地場産業や、先人から受け継いだ歴史・文化をより身近に感じ、ふるさ

とへの愛着と誇りを持ち、そして豊かな人間性・社会性を持てるような取組みを進めていきま

す。 

 

 

６ 「総合戦略」の対象期間 

 本総合戦略の対象期間は、国の総合戦略と同様に、２０２０年度（令和２年度）から２０２４年

度（令和６年度）の５年間とします。 

 

   

７ 「総合戦略」の推進・検証体制 

 「鯖江市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の策定および推進に当たり、市民、産業界、大学、

金融機関、労働団体、言論界、士業等のいわゆる「産官学金労言士」の有識者の意見を反映するた

め設置した「鯖江市総合戦略推進会議」において、本総合戦略に掲げた各施策の実施状況の検証を

行うとともに、必要に応じて本総合戦略の充実・見直しを行います。 

 

  

ⅰ クラウドファンディングとは、不特定多数の人が通常インターネット経由で他の人々や組織に財源の提供や協力などを行うこと。

群衆（crowd）と資金調達（funding）を組み合わせた造語。 
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・デジタルファーストの推進 
・魅力あふれるまちなかの創造 
・幹線交通網の変化を見据えた 

二次交通網の整備 
・強靭で安全・安心なまち 
・環境にやさしい魅力的なまち 

・地場産業の技術を活かした新産業

の創造 
・既存産業の高度化 
・若者に魅力ある働く場の確保 

・女性が輝くまちの創造 
・楽しくてもうかる農業経営の確立 

魅力ある雇用の創出 

・若者の夢を応援するまち 
 ～よそ者に寛大で 

多様性があるまち～ 
・さばえファン（関係人口）の獲得 
・河和田キャンパス(創造産地)の構築 

・ものづくり教育とふるさと学習の 
推進 

・参加と協働による市民主役 

・地域資源を活かす観光の推進 

・安心して結婚・出産・子育てが 

できるまち 
・子どもがいきいきと過ごすまち 
・生涯現役で生涯青春のまち 

若くて元気なまちの

創造 

安心で快適に暮らせ

るまちの創造 

若者が住みたくなる

まちの創造 

【基本目標】 【重点施策】 【基本施策】 

世界のめがねの聖地ＳＡＢＡＥの確立に向けた組織強化 
・職員の資質向上 

・健全で効率的な行政運営 

・人権尊重と地域連携の推進 

女性が活躍しやすいまちづ
くり 
強靭かつ環境にやさしいま
ちづくり 
Ｓｏｃｉｅｔｙ５.０の実現 

・持続可能な開発
目標(ＳＤＧｓ)
の推進 

・世界への挑戦と
創造 

・みんな輝く市民
活躍のまち 

・育てやすい暮ら
しやすいまち 

鯖江ならではのものづくり 
歴史や自然を活かしたまち
づくり 

・ふるさと愛 

市民主役の推進 

子育て支えあいの推進 

若者の夢がかなうまち 
ふるさと教育の推進 

世界のめがねの聖地ＳＡＢＡＥの確立に向けた 

４つの基本目標とＳＤＧｓの推進をはじめとする５つの重点施策と 

１９の基本施策 
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基本目標Ⅰ 魅力ある雇用の創出 

鯖江市は、眼鏡・繊維・漆器の三大地場産業を中心とした、まち全体が一つの工場ともいえる「も

のづくり」のまちとして発展してきました。近年は、鯖江市最大の武器であるこれら地場産業の蓄積

した高度な技術を最大限に活用して、他の成長分野に進出するなど、販路拡大に取り組んでいるほ

か、農商工連携ⅰによる新たな商品の開発や農業の６次産業化ⅱ、ＩＴⅲ企業を中心とするサテライト

オフィスⅳの積極的な誘致など、地域産業の活性化に取り組んでいます。こうした取組みをさらに加

速させるとともに、鯖江市の「ものづくり」を支えてきた女性の活躍にも焦点を当て、産業の更なる

活性化とイメージアップを図り、若者や女性にとって魅力ある雇用の場を創出します。 

 

ＫＰＩ（成果指標） 単位 現状値 目標値 

成長分野における従業者数 人 
２３５ 

（2018 年） 

３３０ 

（2024 年） 

 

（講じるべき施策の方向性） 

○地場産業の技術を活かした新産業の創造 

 鯖江市は、眼鏡産業におけるチタンの微細加工など、地域全体、企業同士がオープンなことに

より内発的なイノベーションⅴによって生み出された、高度な加工技術が集積する世界的にも稀

な地域として成長を遂げてきました。このような地域環境の下、これらの技術優位性を活かして、

医療やウェアラブル端末ⅵ関連等の成長分野への進出を促し、技術開発や新たな販路開拓への支

援を強化します。 

（事業例）メディカルバレー創出支援事業、鯖江発ウェアラブル端末開発支援事業 

 

  

ⅰ 農商工連携とは、農林水産業者と商工業者がそれぞれの有する技術やノウハウなどの経営資源を互いに持ち寄り、新商品・新サー

ビスの開発や販路の拡大等に取り組むこと。 

ⅱ ６次産業化とは、第一次産業である農林水産業が、農林水産物の生産だけにとどまらず、それを原材料とした加工食品の製造・販

売や観光農園のような地域資源を生かしたサービスなど、第二次産業や第三次産業にまで踏み込み、これらを一体的な産業と捉え

て、新たな付加価値を生み出すこと。 

ⅲ ＩＴ（Information Technology）とは、インターネット等の通信とコンピュータとを駆使する情報技術のこと。ＩＴ企業は、一般

的にはＩＴを活用したサービス等を提供する企業のことを指します。 

ⅳ サテライトオフィスとは、企業本社から離れた所に設置された遠隔勤務をできるよう通信設備を整えたオフィスのこと。 

ⅴ イノベーションとは、モノ・仕組みなどに対して全く新しい技術や考え方を取り入れて新たな価値を生み出して社会的に大きな

変化を起こすこと。 

ⅵ ウェアラブル端末とは、腕時計型端末や眼鏡型端末等の身につけて持ち歩くことができる情報端末のこと。 
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○既存産業の高度化 

 企業マッチングⅰを進めながら、販売力の強化や産学官連携ⅱによる新素材・新技術・新商品の

研究開発、農商工連携による新たな加工品の開発・販路の開拓、ＩＴ・ＡＩ・ＩｏＴⅲの導入や有

識者等必要な人材の企業間シェアなどを通した生産性や製品価値の向上を支援し、自ら開発・製

品化して販売する「作って売る産地」への取組みを支援します。  

（事業例）ＡＩ・ＩｏＴ等導入支援事業【Society5.0】、販路開拓、企業マッチング事業、 

伝統産業とＩＴを生かした地方創生事業 

○若者に魅力ある働く場の確保 

 医療やウェアラブル端末関連等の成長分野への進出を促すほか、次世代を拓くＩＴ企業を中心

とするサテライトオフィスの誘致や後継者のいない企業への事業承継者の公募を行うことなど

により、地域産業のイメージアップや新たな雇用の場の確保を図り、若者や女性の就業につなげ

ます。 

（事業例）サテライトオフィス誘致事業、アイウェアデザイナー育成事業 

○女性が輝くまちの創造 

 女性が活躍しやすいまちの実現に向けた研究・啓発を実施するほか、働く女性をまち全体で応

援する事業や仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランスⅳ）の推進に取り組む企業への支援

を実施するなど、女性が仕事と子育てを両立できるような環境づくりに取り組み、家庭や地域生

活等の私生活を充実できるよう多様な働き方を推進します。 

（事業例）女性活躍プラットフォーム創出事業（女性活躍の世界発信、 

女性活躍に向けた意識啓発、女性活躍活動拠点ⅴの活用推進）、 

わたしの日プロジェクト、ワーク・ライフ・バランス推進事業 

○楽しくてもうかる農業経営の確立 

 基幹作物でもある「さばえ菜花米ⅵ」を始めとした水稲を中心に、鯖江市でしか手に入らない

こだわりのブランド農産物の栽培と販路開拓への支援、スマート農業ⅶの導入による従事者確保、

農地の集積・集約によるコスト削減や経営の安定化により、収益性の高い、持続性のある農業経

営の確立を支援します。 

（事業例）スマート農業の促進【Society5.0】、新規就農者経営支援事業、 

農業の６次産業化応援事業 

 

    

ⅰ 企業マッチングとは、企業の事業展開を支援する目的で、行政等が事業パートナー（見込み顧客、仕入れ先、提携先など）と出会

う機会を提供すること。 

ⅱ 産学官連携とは、新商品や新サービスの研究開発や、新事業の創出を目的として、民間企業や NPO 等の「産」や大学等の教育機

関や研究機関等の「学」に加えて、地方公共団体等の「官」が連携すること。 

ⅲ ＩｏＴ（Internet of Things）とは、コンピュータなどの情報・通信機器だけでなく、世の中に存在する様々な物体（モノ）に通

信機能を持たせ、インターネットに接続したり相互に通信することにより、自動認識や自動制御、遠隔計測などを行うこと。 

ⅳ ワーク・ライフ・バランスとは、「仕事と生活の調和」と訳され、国民一人ひとりがやりがいや充実感を持ちながら働き、仕事上

の責任を果たすとともに、家庭や地域生活等においても、子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方を選択

し、実現できること。 

ⅴ 女性活躍活動拠点とは、本市の女性活躍推進、男女共同参画事後湯の拠点施設である「夢みらい館・さばえ」のこと。令和元年度

に、内閣府の「自治体ＳＤＧｓモデル事業」の選定を受け、様々なステークホルダーが活動し情報交換する場として整備しました。 

ⅵ さばえ菜花米とは、秋の稲刈り取り後の圃場に菜の花の種を撒き、春に一面の菜の花の景観を楽しんだ後、それを鋤き込んで緑肥

（有機肥料）として活用するという方法で生産した、鯖江市が特産化を進めているお米のブランドのこと。 

ⅶ スマート農業とは、ロボット技術や情報通信技術(ICT)を活用して、省力化・精密化や高品質生産の実現等を推進する新たな農業

のこと。 
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基本施策１ 地場産業の技術を活かした新産業の創造 

ＫＰＩ（成果指標） 単位 現状値 目標値 

成長分野の海外販路開拓件数 
件 

（累計） 

１４ 

（2020 年） 

２２ 

（2024 年） 

 

実施施策① 企業の経営基盤強化 

中小企業の振興・発展および就業者等の生活安定を図ることを目的に、市と金融機関が原資

を出し合う協調融資制度により、中小企業が利用しやすい低金利の融資を実施します。 

 

主要な事業 

○制度融資事業（中小企業振興資金、小規模企業者特別資金、開業支援資金など） 

実施施策② 創業等の支援 

各機関の枠組みを超えてワンストップ体制で創業を支援することにより、開業率の向上を目指

します。また、医療やウェアラブル端末関連等の成長分野への進出を促し、高度かつ専門的技術

を持つ企業を中心に、産地内連携を強化するとともに、技術開発や新たな販路開拓への支援を強

化します。 

 

主要な事業 

○創業・第２創業ⅰ、異分野進出支援事業 

○新産業創造支援事業 

 （メディカルバレーⅱ創出支援事業） 

 （鯖江発ウェアラブル端末開発支援事業） 

○創業塾ⅲ（起業家ミートアップⅳ）事業 

  

ⅰ 第２創業とは、既に事業を営んでいる事業所の後継者などが業態転換や新規事業への進出を行うこと。 

ⅱ メディカルバレーとは、医療機器産業が集積する地域のこと。 

ⅲ 創業塾とは、行政・商工会議所・金融機関等の官民一体で創業をサポートする事業のこと。創業塾全 4 回を受講すると、法人登記

にかかる登録免許税の軽減や創業関連保証拡充等の特典の他、専門家による個別相談が継続して受けられます。 

ⅳ 起業家ミートアップとは、インターネット等で起業家同士が交流をすること。 
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基本施策２ 既存産業の高度化 

ＫＰＩ（成果指標） 単位 現状値 目標値 

販路開拓、企業マッチング等事

業採択数 

件 

（累計） 

１０４ 

（2018 年までの９年間） 

１７５ 

（2024 年） 

ＡＩ・ＩｏＴ等導入支援事業採

択数 

件 

（累計） 
― 

５ 

（2024 年） 

新たな自社ブランド創出事業採

択数 

件 

（累計） 
― 

８ 

（2024 年） 

 

実施施策① 地域産業の活性化 

企業経営者が安心して経営を進めていくことができるよう、後継者育成支援をはじめとする支

援策を推進します。さらに企業マッチングを進めながら、販売力の強化や産学官連携による新素

材・新技術・新商品の研究開発、農商工連携による新たな加工品の開発・販路の開拓、ＩＴ・Ａ

Ｉ・ＩｏＴの導入などを通した生産性や製品価値の向上を支援し、自ら開発・製品化して販売す

る「作って売る産地」への転換を支援します。 

また、さばえ菜花米や吉川ナスⅰ、さばえ菜花（葉物野菜）ⅱ、さばえ夢てまり（マルセイユメ

ロン）ⅲ、さばえさんどーむブロッコリーⅳなどのブランド農産物のより一層のＰＲ活動と販路・

生産拡大を支援します。 

 

主要な事業 

○販路開拓、企業マッチング事業 

○産学官連携推進事業 

○眼鏡国際見本市の産地内開催への取組み 

○海外で売れる商品開発支援事業 

○チームさばえ出展販路開拓支援事業 

○伝統産業とＩＴを生かした地方創生事業 

○漆の最先端技術活用支援事業 

○産地伝道師育成事業ⅴ 

○ＡＩ・ＩｏＴ等導入支援事業【Society5.0】 

○さばえものづくりビジネスマッチング支援事業 

○新たな自社ブランド創出事業 

○農商工連携事業 

○「さばえ野菜」産地育成支援事業 

○さばえブランド米支援事業 

○スマート農業の促進【Society5.0】 

○ＩＴ活用による業務改善推進事業【Society5.0 化】 

 

  

ⅰ～ⅵ 次ページ参照 
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実施施策② 企業の経営基盤強化（再掲） 

中小企業の振興・発展および就業者等の生活安定を図ることを目的に、市と金融機関が原資を

出し合う協調融資制度により、中小企業が利用しやすい低金利の融資を実施します。 

 

主要な事業 

○制度融資事業（中小企業振興資金、小規模企業者特別資金、開業支援資金など）（再掲） 

 

  

ⅰ 吉川ナスとは、鯖江市で生産されている、1000 年以上の歴史を持つといわれるナスのこと。京都の「賀茂ナス」と類縁関係にあ

ると言われており、近年では、その味と品質が東京の一流レストランなどに評価されています。平成 28 年 7 月 12 日には、その栽

培技術や品質の高さ、地域や出荷先等からの評判、品種改良されることなく今日まで継承されてきた歴史等が高く評価され、全国

で第 14 号、伝統野菜としては全国初となる国の「地理的表示（GI）保護制度」の登録を受けました。 

ⅱ さばえ菜花（葉物野菜）とは、高級料亭で使われている青森産の品種「ククタチ」と、鯖江市の気候に適合させるための三重県産

の「極早生菜の花」を交配させて誕生した菜の花のこと。 

ⅲ さばえ夢てまり（マルセイユメロン）とは、ＪＡたんなんへ集荷されたマルセイユメロンの中でも、糖度 14 度以上で、形が整っ

た秀品のこと。 

ⅳ さばえさんどーむブロッコリーとは、平成 27 年にその形から命名された鯖江産のブロッコリーのこと。 

ⅴ 産地伝道師育成事業とは、眼鏡の専門学校の学生を対象に、本市の眼鏡産業を知ってもらうツアーを実施し、参加者が卒業後に小

売店等に就職した際に本市の眼鏡をＰＲしてもらう事業のこと。 
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基本施策３ 若者に魅力ある働く場の確保 

ＫＰＩ（成果指標） 単位 現状値 目標値 

企業立地交付決定件数 
件 

（累計） 

２１ 

（2018 年までの 9 年

間） 

３３ 

（2024 年） 

サテライトオフィス誘致件数 
件 

（累計） 

５ 

（2018 年） 

１０ 

（2024 年） 

若者が働きやすい環境が充実

していると感じる人の割合 
％ 

７５.０ 

（2018 年）  

８０ 

（2024 年） 

 

実施施策① 企業立地の推進 

県内外の企業が鯖江市において用地取得や工場建設等を行うことに対する税制面での優遇措

置やＩＴ関連のサテライトオフィス開設に係る空き家改修・設備費用の補助、後継者のいない企

業への事業承継支援などにより、鯖江市への企業立地を促進し、地域経済の活性化と新たな雇用

の創出を図ります。 

 

主要な事業 

○工場立地助成事業 

○ＩＴ企業の誘致 

○サテライトオフィス誘致事業 

○空き家再生等推進事業ⅰ 

○福井県事業承継ネットワークⅱの活用推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
ⅰ 空き家再生等推進事業とは、事業者が空き家を改修して事業に活用する場合に改修費用の一部を補助する事業のこと。 

ⅱ 福井県事業承継ネットワークとは、県内中小企業の円滑な事業承継を支援するため福井県と（公財）ふくい産業支援センターが立

ち上げた商工会議所や金融機関、市・町等の 66 機関で構成するネットワークのこと。 
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実施施策② 若者の就労機会の確保 

産業界と連携したキャリア教育ⅰの実施や、若者に対する職業相談、情報提供、企業合同説明

会・セミナー、職業紹介等の実施を通じて、地元企業や地域産業の魅力を積極的に発信し、若者

の雇用創出の拡充に努めます。 

 

主要な事業 

○大学連携等によるインターンシップⅱ事業 

○ハローワーク武生との雇用対策協定ⅲに基づく支援事業 

○Ｕ・Ｉターン移住就職等支援事業ⅳ 

〇アイウェアデザイナー育成事業ⅴ 

実施施策③ 創業等の支援（再掲） 

各機関の枠組みを超えてワンストップ体制で創業を支援することにより、開業率の向上を目指

します。 

 

主要な事業 

○創業・第２創業、異分野進出支援事業（再掲） 

○Ｕ・Ｉターン者創業支援事業 

○創業塾（起業家ミートアップ）事業（再掲） 

 

  

ⅰ キャリア教育とは、将来を担う若者たちに勤労観、職業観を育み、自立できる能力をつけることを目的とする教育のこと。 

ⅱ インターンシップとは、就職活動等に先駆けて、学生が一定期間企業等の中で研修生として実際に働き、職業意識を身につけると

ともに、職業適性、職業上の生活設計、職業選択等について考える就業体験のこと。 

ⅲ ハローワーク武生との雇用対策協定とは、ハローワーク武生と鯖江市がそれぞれの強みを発揮しながら一体となった雇用対策を進

めていくための協定のこと。 

ⅳ Ｕ・Ｉターン移住就職等支援事業とは、東京圏から鯖江市へ移住し、県の就職マッチングサイトを活用して中小企業へ就職した場

合または福井県が実施する起業支援金の交付を受けて起業した場合に移住支援金を支給する事業のこと。 

ⅴ アイウェアデザイナー育成事業とは、京都精華大学のアイウェアデザイン教育の受講生を対象に、本市の眼鏡企業見学やインター

ンシップ、アイウェア作品制作を実施し、本市眼鏡企業への就職につなげる事業のこと。 
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基本施策４ 女性が輝くまちの創造 

ＫＰＩ（成果指標） 単位 現状値 目標値 

女性が輝くまちの創造に満足

している人の割合 
％ 

６７.３ 

（2018 年） 

８０ 

（2024 年） 

職場において男女の扱いが平

等であると感じている人の割

合 

％ 
２７.０ 

（2019 年） 

４０ 

（2024 年） 

多様な働き方導入推進事業ⅰ採

択数 

件 

（累計） 
― 

１０ 

（2024 年） 

審議会等における女性登用率 ％ 
３２.１ 

（2018 年） 

４０ 

（2024 年） 

女性起業家数 
人 

（累計） 

２０ 

（2018 年） 

３５ 

（2024 年） 

市役所男性職員の子の養育休

暇平均取得日数 
日 

０ 

（2018 年） 

２ 

（2024 年） 

市役所男性職員の育児休業取

得率 
％ 

０ 

（2018 年） 

５０ 

（2024 年） 

女性就業率ⅱ ％ 
５５.１ 

（2015 年）  

５７.５ 

（2025 年） 

共働き世帯率ⅲ ％ 
６２.５ 

（2015 年） 

６５.８ 

（2025 年） 

 

実施施策① 女性の活躍支援 

女性が活躍しやすいまちの実現に向けた研究・啓発を実施するほか、働く女性をまち全体で応

援する事業の実施、子育てや介護などでいったん仕事を中断した女性の「再チャレンジ」を促進

するセミナーの開催や相談、性別による固定的な役割分担意識の解消、地域における子育て支援

の充実などを通じて、女性が能力を発揮できる社会を目指します。 

 

主要な事業 

○女性活躍プラットフォーム創出事業（女性活躍の世界発信、女性活躍に向けた意識啓発、 

女性活躍活動拠点の活用推進） 

○女性起業家育成事業 

○わたしの日プロジェクトⅳ 

○女性の活躍顕彰事業 

○ジェンダー平等ⅴ、女性のエンパワーメントおよび再チャレンジ支援事業 

○お母さんキャリアアップⅵ講座 

○お父さん家事・育児講座 

○多様な働き方導入推進事業 

  

ⅰ～ⅵ 次ページ参照 
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実施施策② ワーク・ライフ・バランスの推進 

中小・零細企業が大半を占める鯖江市において、女性が輝く社会を構築するためには、事業所

への支援や地域社会に向けた啓発活動が重要です。そのために、働きながらいきいきと子育てや

家族の介護を行い、家庭や地域生活などの私生活を充実できるような職場環境の整備に向け、労

働時間の短縮や就業形態の改善などに取り組んだ企業を表彰して広く紹介することなどを通じ、

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を推進します。 

 

主要な事業 

〇ワーク・ライフ・バランス推進事業 

○中小企業の子育て・介護応援事業 

○子育て世代応援企業認定事業 

○わたしの日プロジェクト（再掲） 

実施施策③ 創業等の支援（再掲） 

各機関の枠組みを超えてワンストップ体制で創業を支援することにより、開業率の向上を目指

します。 

 

主要な事業 

○創業・第２創業、異分野進出支援事業（再掲） 

○Ｕ・Ｉターン者創業支援事業（再掲） 

○創業塾（起業家ミートアップ）事業（再掲） 

○女性起業家育成事業（再掲） 

 

  

ⅰ 多様な働き方導入推進事業とは、働き続きやすい環境整備を行う市内中小企業に対して、その経費の一部を補助する事業のこと。 

ⅱ 女性就業率とは、女性の「15 歳以上人口」に占める「就業者人口」の割合のこと。福井県は全国で最も高く、本市は福井県内で

最も高い（平成 27 年国勢調査）ことから、本市の特徴的な数値として把握に努めるためにＫＰＩに加えたものであり、本人の意

思に反して就職を促すものではありません。 

ⅲ 共働き世帯率とは、「就業者がいる夫婦世帯」に占める「夫も妻も就業者である夫婦世帯」の割合のこと。福井県は全国で最も高

く、本市は福井県内で５番目に高い（平成 27 年国勢調査）ことから、本市の特徴的な数値として把握に努めるためにＫＰＩに加

えたものであり、本人の意思に反して就職を促すものではありません。 

ⅳ わたしの日プロジェクトとは、仕事と子育てにがんばるすべての人が「わたしらしく」生きられるよう、鯖江市、市内の企業、商

店など、まち全体でそれぞれの立場から応援する事業のこと。 

ⅴ ジェンダー平等とは、人生や生活において、様々な機会が性別にかかわらず平等に与えられ、女性と男性が同様に自己実現の機会

を得られるような社会の実現を目指すこと。 

ⅵ キャリアアップとは、より高い専門的知識や能力を身につけること。経歴を高くすること。 
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基本施策５ 楽しくてもうかる農業経営の確立 

ＫＰＩ（成果指標） 単位 現状値 目標値 

新規就農者数 
人 

（累計） 

１５ 

（2018 年までの８年

間） 

２１ 

（2024 年） 

持続性のある農業が確立され

ていると感じている人の割合 
％ 

７８.６ 

（2018 年） 

８２ 

（2024 年） 

 

実施施策① 農業の担い手づくり 

スマート農業の導入、栽培技術の向上、農業経営の効率化、法人化に向けた取組みなどに対す

る支援や就農情報、農地情報の提供を通じて、多様な農業の担い手を育成、確保します。 

また、農地中間管理機構ⅰを活用した農地の集約・集積により経営規模の拡大およびコスト低

減を図る集落営農組織や担い手農家を支援します。 

 

主要な事業 

○新規就農者経営支援事業 

○農地中間管理事業 

○さばえエコ農業支援対策事業 

○スマート農業の促進【Society5.0】（再掲） 

実施施策② ６次産業化の支援 

近年の米価の下落など、農業を取り巻く環境が劇的に変化する中では農産物の高付加価値化へ

の取組みが必要です。そのため、農業関連法人が取り組んでいる地場産の玄米、大豆を使用した

加工品の自社製造、販売などの事例のように、農家自身または非農家による市内農産物を用いた

加工品の開発、販路拡大を支援します。あわせて、酒米の栽培を促進するなど加工品の原料供給

基地を目指します。 

また、市内企業が植物工場での野菜栽培の普及を目指し、小規模で行える栽培システムを開発

した事例のような先進的な取組みを支援します。 

 

主要な事業 

○６次産業化応援事業 

○水田農業促進事業 

  

ⅰ 農地中間管理機構とは、高齢化や後継者不足などで耕作を続けることが難しくなった農地を借り受け、認定農業者や集落営農組織

などの担い手に貸し付ける都道府県に一つずつ設置された公的機関のこと。 
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実施施策③ 農業、農村の多面的機能ⅰの維持、発揮 

地域の農業者を中心に、地域住民や関係団体等との協働により、農業用施設の適正な維持管理

や地域の自主性、創意工夫を活かした農村環境の向上を図る活動に対する支援を通じて、農業・

農村が有する多面的機能の維持・発揮を促進します。 

 

主要な事業 

○多面的機能支払交付金事業 

実施施策④ 農業基盤の整備促進 

農業者の生産活動の基となる農地について、国や県の事業のほか、農業者の自力施工も活用し

た畦畔除去等による区画拡大や暗渠排水の整備により、農地集積、水管理の合理化・省力化、維

持管理費の低減を促進し、農家の競争力強化や生産効率の向上を図ります。 

 

主要な事業 

○農業基盤整備促進事業 

実施施策⑤ 人と生き物の共生の推進 

鳥獣害対策の地域リーダーを育成し、リーダーを中心にした計画的かつ効率的な地域対策と対

策を通じた地域間ネットワークの構築により、人と山ぎわ資源の活用と安全・安心な農村社会の

確立を図ります。 

 

主要な事業 

○人と生きもののふるさとづくりマスタープランⅱ推進事業 

 

  

ⅰ 農業、農村の多面的機能とは、食料やその他の農産物を生産すること以外の、国土の保全、水源のかん養、自然環境の保全、良好

な景観の形成、文化の伝承等、農地が持つ多面にわたる役割機能のこと。 

ⅱ 人と生きもののふるさとづくりマスタープランとは、鯖江市民および本市が協働して「鳥獣害のないふるさとづくり」を実現する

ために、市民・市民団体、事業者、行政、専門家がどんなことに取り組めばよいかを明らかにした基本計画のこと。 
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基本目標Ⅱ 若者が住みたくなるまちの創造 

鯖江市は、学生を中心とした若者や女性を市政の「パートナー」と位置づけ、若者や女性の柔軟で

豊かな発想や創造力を市政に活かす学生連携ⅰ事業に先んじて取り組んでおり、近年では、こうした

取組みに参加した学生や若者が鯖江市に定住して地場産業に携わるようになるなど、成果が現れつ

つあります。芽生え始めたこの流れを確かなものにするために、鯖江市の最大の武器である「ものづ

くり」の魅力と可能性に惹かれて移住・定住した若者達のチャレンジを全力で応援していきます。ま

た、鯖江市で産まれ育った子どもたちがふるさとに愛着と誇りを感じることができる教育を推進す

るとともに、全ての市民が主体的にまちづくりに参加できる「市民主役」「市民協働」の取組みをさ

らに加速させ、「市民力」がさらに高まるよう、すべての市民がいきいきと活躍できる居場所づくり

を推進し、「住みたくなる・住み続けたくなるまちづくり」に正面から取り組みます。さらに、本市

の取組みに関心を持つ企業や大学等から連携事業が提案されるなど、関係人口ⅱの増加が認められる

ことから、シティプロモーションⅲを強化するなど関係人口の獲得にも取り組み、将来的に定住人口

の増加につなげていきます。 

 

ＫＰＩ（成果指標） 単位 現状値 目標値 

若者の社会減の抑制 人 
△５２ 

（2018 年） 

３０ 

（2024 年） 

 

（講じるべき施策の方向性） 

○若者の夢を応援するまち ～よそ者に寛大で多様性があるまち～ 

 学生等の若者による創造力を市政に活用する学生連携事業やＵ・Ｉターン者に対する支援事業

を実施するなど、ものづくりに惹かれて鯖江市に定住する若者を全力でサポートして、「住みた

くなる・住み続けたくなるまちづくり」を目指します。 

（事業例）学生連携事業、鯖江市役所 JK 課事業、 

鯖江市地域活性化プランコンテスト、 

Ｕ・Ｉターン移住就職等支援事業、 

ふるさと納税事業、住み続けるまちさばえ支援事業 

○さばえファン（関係人口）の獲得 

 本市の先駆的な取組みやものづくり・歴史・伝統・文化といった魅力ある資源を様々な手段で

広く発信することで、本市に関心を持ちかかわりを持ちたいと思う人や企業、大学を増加させ、

将来的に移住・定住人口ⅳの増加につなげていきます。 

（事業例）鯖江“育職住”プロジェクト、 

鯖江の魅力発信事業 （シティプロモーション推進事業）【Society5.0 化】 

 

 

  
ⅰ 鯖江市では、学生をまちづくりのパートナーとして位置づけ、2007 年（平成 19 年）から学生の自由な発想と旺盛な行動力に焦点

をあてた「学生との連携・協働事業」を実施しています。 

ⅱ 関係人口とは、移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様に関わる人々のこと。 

ⅲ シティプロモーションとは、広義には国内外に向け、自治体が主体となって行う定住促進・観光誘客・企業誘致・産業振興などの

幅広い取り組みを指す言葉のこと。本市では、平成 29 年度にガイドラインを策定し本市の魅力を国内外にＰＲに 取り組んでいま

す。 

ⅳ 移住・定住人口とは、その地域に移り住む人のこと。 
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○河和田キャンパス(創造産地)の構築 

 「うるしの里」河和田地区の伝統的な地域産業や自然、文化等の地域資源を積極的に活用した

交流事業や環境整備事業を実施することにより、交流人口ⅰや移住・定住人口の増加を図り、地

域の賑わいを創出します。 

（事業例）丹南地域周遊・滞在型観光推進事業 

○ものづくり教育とふるさと学習の推進 

 ものづくり体験等を通して伝統ある地場産業の魅力を理解し、また、先人から受け継いだ地域

の歴史や文化を学ぶことを通じて、ふるさとへの愛着と誇りを持ち、そして豊かな人間性・社会

性を持った児童生徒を育みます。 

（事業例）子ども向けプログラミング事業、ものづくり教育推進事業 

○参加と協働による市民主役 

 市民と協働のまちづくりを目指した「市民主役条例」に基づき、市民がふるさとに愛着や誇り

を持ち、自らが市政に直接的に広く参画するような、市民主役、全員参加の活気あるまちづくり

に努めます。 

（事業例）提案型市民主役事業、シェアリングエコノミー推進事業 

○地域資源を活かす観光の推進 

 冠山峠道路ⅱの開通によって見込まれる中京圏からの新たな人の流れを見据えて、西山公園や

道の駅一帯の自然環境や眼鏡・繊維・漆器に代表される「ものづくり」産業などを地域資源と捉

え、県内外との広域連携も視野に入れながら、インバウンド消費にも対応できる産業観光ⅲの振

興を図ります。また、観光プランの整備や情報発信の充実に努め、まち歩きができるような特色

ある観光施策を進めます。 

（事業例）産業観光推進事業、丹南地域周遊・滞在型観光推進事業（再掲）、 

西山公園施設改修事業 

 

  

ⅰ 交流人口とは、旅行や通学、通勤など、その地域に訪れる（交流する）人のこと。 

ⅱ 冠山峠道路とは、岐阜県揖斐郡揖斐川町塚奥山から福井県池田町田代に至る延長 7.8km の道路のこと。冠山峠道路の整備により、

福井県・岐阜県を相互に周遊しやすくなり、国道４１７号の沿線観光地へのアクセスが向上し、観光の活性化が期待できます。 

ⅲ 産業観光とは、歴史的・文化的に価値ある工場や機械などの産業文化財や産業製品を通じて、ものづくりの心にふれることを目的

とした観光を指します。 
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基本施策１ 若者の夢を応援するまち ～よそ者に寛大で多様性があるまち～ 

ＫＰＩ（成果指標） 単位 現状値 目標値 

大学生や高校生の提案に対す

る具現化件数 
件 

２ 

（2018 年） 

４ 

（2024 年） 

鯖江市役所ＪＫ課ⅰ自主企画開

催数 
企画 

４ 

（2018 年） 

７ 

（2024 年） 

鯖江市ＪＫＯＧ課ⅱ活動日数 日 ― 
２０ 

（2024 年） 

移住相談件数 件 
７１ 

（2018 年） 

８０ 

（2024 年） 

市ホームページ定住・交流情報

サイトアクセス数 
件 

６３０ 

（2018 年） 

７００ 

（2024 年） 

 

実施施策① 学生連携事業 

地元住民との交流や地域産業との触れ合いを通じて、学生が主体となり地域活性化や観光振興

など、まちづくりへの提案を議論する場を設けること等を通じて、若者の柔軟で創造性豊かな提

案を市の施策に反映することにより、若者が活動しやすい、市民主役のまちづくりに努めます。 

 

主要な事業 

○学生連携事業(鯖江市地域活性化プランコンテストⅲ、明治大学鯖江ブランド創造プロジェクト
ⅳほか)  

実施施策② 高校生のまちづくり参加の促進 

若者や女性が進んで行政参画を図っていく新たなモデル都市を目指し、市政に関して「無関心

層」と言われていた女子高校生によるまちづくりチーム（鯖江市役所ＪＫ課）の結成や鯖江市地

域活性化プランコンテストへの高校生の参画など、常に新しい取組みを進めています。こうした

地域活動を通じて、柔軟で創造性豊かな発想や行動力のある若者・女性との更なる連携を進め、

次世代のふるさとを担う人材の育成を目指します。 

 

主要な事業 

○鯖江市役所ＪＫ課事業 

○鯖江市地域活性化プランコンテスト 

○めがねのまちさばえ探究活動事業 

 

  

ⅰ～ⅴ 次ページ参照 
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実施施策③ ふるさと納税の推進 

鯖江の特色ある返礼品の充実とクラウドファンディング型ふるさと納税ⅴの活用等によるふる

さと納税事業の更なる拡充により、市の財源確保に努めるとともに、地場産業の活性化と全国に

向けた市の魅力発信につなげます。また、ふるさと納税をきっかけとした鯖江ファンの獲得と来

訪者の増加、さらには、若者の交流人口・定住人口の増加につなげます。 

 

主要な事業 

○ふるさと納税事業 

○クラウドファンディング型ふるさと納税の積極的活用 

実施施策④ Ｕ・Ｉターン者定住促進 

鯖江市のものづくり産業や自然、文化等の地域資源の魅力、住み良さや子育て環境の良さを発

信し、Ｕ・Ｉターン者の増加を図ります。基本的に県外学校への進学等は引き止めず、見聞を広

げたＵターン者の増加を図ります。また、U ターン・I ターンにより伝統的なものづくり産業に

従事したいという若者に対する支援を促進し、地域産業における雇用の拡大を図ります。 

 

主要な事業 

○Ｕ・Ｉターン情報発信事業（シティプロモーション推進事業）【Society5.0 化】 

○Ｕ・Ｉターン移住就職等支援事業（再掲） 

○シェアハウスⅵ事業 

○空き家再生等推進事業（再掲） 

○Ｕ・Ｉターン者創業支援事業（再掲） 

○住み続けるまちさばえ支援事業ⅶ 

 

  
ⅰ 鯖江市役所 JK 課とは、若者や女性が進んで行政参画を図っていく新たなモデル都市を目指し、平成 26 年 4 月に結成した女子高校

生によるまちづくりチームのこと。これまでに、総務省所管の平成 27 年度ふるさとづくり大賞自治体部門「総務大臣賞」の受賞をは

じめ、国土交通省所管の平成 30 年度地域づくり表彰「全国地域づくり推進協議会会長賞」の受賞、高校の現代社会の副読本の表紙を

飾るなど、全国から注目されています。 

ⅱ 鯖江市ＪＫＯＧ課とは、鯖江市役所ＪＫ課の卒業生たちが、地域活性化に貢献しようと、現役のＪＫ課メンバーのサポートや若者の

居場所づくりを展開するために結成したまちづくり団体のこと。 

ⅲ 鯖江市地域活性化プランコンテストとは、全国から鯖江市に集まった大学生・大学院生が地元の高校生とともに、２泊３日の合宿の

中で現地取材などを行い、若者の新しい視点で地域活性化プランを作成し、その成果を最終日に公開プレゼンテーションの場で発表

するコンテストのこと。2008 年（平成 20 年）から毎年開催しており、市内で活動する学生団体 with が主体的に運営をしています。 

ⅳ 明治大学鯖江ブランド創造プロジェクトとは、明治大学生が鯖江市に滞在し、市役所や市内の企業、団体等へのヒアリングや現地取

材を行い、市民や市役所職員に対して施策提案をする事業のこと。明治大学の創始者の一人である矢代操氏が鯖江出身であることを

契機として、2010 年（平成 22 年）から毎年開催しています。 

ⅴ クラウドファンディング型ふるさと納税とは、自治体が抱える問題解決のため、ふるさと納税の寄附金の「使い道」をより具体的に

定め、その「使い道」に共感した方から寄附を募る仕組みのこと。 

ⅵ シェアハウスとは、リビングや台所、浴室等を共有し、各住人の個室をプライベート空間とする共同生活のスタイルのこと。 

ⅶ 住み続けるまちさばえ支援事業とは、空き家の有効活用や子育て、介護等において安心して暮らすことができる多世帯同居等の推進

を図りつつ、移住者の定住促進や子育て世帯、新婚世帯の住環境向上を支援する事業のこと。 
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基本施策２ さばえファン（関係人口）の獲得 

ＫＰＩ（成果指標） 単位 現状値 目標値 

関係人口 
人 

（累計） 

６，２００  

（2019 年） 

９，７００ 

（2024 年） 

 

実施施策① 関係人口創出事業 

本市の抱える課題解決に大都市等県外に在住する人材や企業と連携して取り組むほか、本市の

先駆的な取組みやものづくり・歴史・伝統・文化といった魅力ある資源を様々な手段で広く発信

することで、本市に関心を持ち関わりを持ちたいと思う人や企業、大学を増加させ、将来的に定

住人口の増加につなげていきます。 

 

主要な事業 

○鯖江“育職住”プロジェクトⅰ 

○さばえのものづくりファン創出事業 

○鯖江の魅力発信事業（シティプロモーション推進事業）【Society5.0 化】 

実施施策② 学生連携事業（再掲） 

地元住民との交流や地域産業との触れ合いを通じて、学生が主体となり地域活性化や観光振興

など、まちづくりへの提案を議論する場を設けること等を通じて、若者の柔軟で創造性豊かな提

案を市の施策に反映することにより、若者が活動しやすい、市民主役のまちづくりに努めます。 

 

主要な事業 

○学生連携事業（鯖江市地域活性化プランコンテスト、明治大学鯖江ブランド創造プロジェクト

ほか）（再掲） 

実施施策③ ふるさと納税の推進（再掲） 

鯖江の特色ある返礼品の充実とクラウドファンディング型ふるさと納税の活用等によるふる

さと納税事業の更なる拡充により、市の財源確保に努めるとともに、地場産業の活性化と全国に

向けた市の魅力発信につなげます。また、ふるさと納税をきっかけとした鯖江ファンの獲得と来

訪者の増加、さらには、若者の交流人口・定住人口の増加につなげます。 

 

主要な事業 

○ふるさと納税事業（再掲） 

  

ⅰ 鯖江“育職住”プロジェクトとは、本市との関わりを希望する都市部在住者の協力ものと、市内企業の魅力を掘り起こしたｗｅｂ

サイトを作成するほか、本市での就労やものづくりに興味のある県外の若手社会人や大学生を対象に働きやすさや住み良さを実感

してもらうツアーを実施する事業のこと。 
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基本施策３ 河和田キャンパス(創造産地)の構築 

ＫＰＩ（成果指標） 単位 現状値 目標値 

新規若者移住・就業者数 
人 

（累計） 

５９ 

（2009～18 年） 

８５ 

（2024 年） 

工房ショップ等改修件数 
件 

（累計） 

１９ 

（2018 年） 

２５ 

（2024 年） 

 

実施施策① 河和田地区への移住・定住促進 

河和田地区で起業または働きたい人への移住・定住に対する補助や暮らしのサポート、伝統的

な地域産業の魅力を積極的にＰＲ・対外発信することにより、移住人口・定住人口の増加を図り

ます。 

 

主要な事業 

○鯖江“育職住”プロジェクト（再掲） 

○シェアハウス事業（再掲） 

○空き家再生等推進事業（再掲） 

○鯖江の魅力発信事業（シティプロモーション推進事業）【Society5.0 化】（再掲） 

○伝統産業とＩＴを生かした地方創生事業 

実施施策② 交流人口増加への取組み 

学生を対象とした現地でのものづくり創作活動（河和田アートキャンプⅰ）を通じて得た交流や

越前漆器に代表される河和田の魅力を体験するまち歩きイベントの通年化の検討等を通じて、河

和田地区の豊かな地域資源を全国的に情報発信することにより交流人口の増加を図り、地域の賑

わいを創出して、活力のある元気なまちづくりに取り組みます。 

 

主要な事業 

○工房ショップ等改修支援事業 

○「見る・作る・買う・回遊する」が可能な工芸産地の実現事業（RENEWⅱ通年化の検討） 

○越前ものづくりの里プロジェクトⅲでの広域産業観光推進事業 

○丹南地域周遊・滞在型観光推進事業ⅳ 

○鯖江の魅力発信事業（シティプロモーション推進事業）【Society5.0 化】（再掲） 

 

ⅰ 河和田アートキャンプ事業とは、河和田地区で行われている「地域づくりプロジェクト」のこと。2004 年（平成 16 年）の福井豪

雨における災害復興支援活動をきっかけとして、2005 年（平成 17 年）から実施しているもので、毎年 100 名を超す学生達が約１

ヶ月間滞在し、地域住民と協働しながら創作活動を行っています。 

ⅱ RENEW とは、鯖江市・越前市・越前町で開催される、持続可能な地域づくりを目指した工房見学イベントのこと。 

ⅲ 越前ものづくりの里プロジェクトとは、越前漆器、越前和紙、越前打刃物、越前焼、越前箪笥の５つの伝統工芸が半径 10 キロ以

内に近接しているという全国でも稀な丹南地域の地理的特性を活かし、産地・行政・商工団体等が連携して、ふくいの伝統工芸のブ

ランド力を高めていく福井県の事業のこと。2014 年（平成 26 年）に協議会を立ち上げ、職人の育成、交流の場の創設、産地の魅

力向上などに取り組んでいます。 

ⅳ 丹南地域周遊・滞在型観光推進事業とは、丹南地域の市町や商工会議所等が連携し、丹南地域の観光商品の開発・磨き上げと情報

発信による観光客の滞在時間の延長と観光消費額、丹南 5 市町の観光客入込数の増加を図る事業のこと。 
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基本施策４ ものづくり教育とふるさと学習の推進 

ＫＰＩ（成果指標） 単位 現状値 目標値 

将来、市内の企業で働きたい生

徒（中学１年生）の割合 

％ 

(5 年平均) 

１５.２ 

（2018 年） 

２５ 

（2024 年） 

行政出前講座（歴史・文化）の

参加者数 
人 

１，０００ 

（2018 年） 

１，３００ 

（2024 年） 

 

実施施策① ＩＴ教育の推進 

Ｓｏｃｉｅｔｙ ５．０の実現に向けて求められる、ＡＩやＩｏＴ等の新たな技術を使いこな

せる人材の育成と、プログラミングの普及のために、学校でのこども向けパソコン「IchigoJam」

を使ったプログラミングのクラブ活動やＩＴ技術の理解を深める学習、情報モラルⅰ教育など、

学校におけるＩＴの活用・普及を推進します。 

 

主要な事業 

○子ども向けプログラミング事業 

○学校でのＩＴ機器整備事業（ＧＩＧＡスクール構想ⅱ推進の取組み）【Society5.0 化】 

実施施策② ものづくりを核としたふるさと教育の推進 

 三大地場産業である眼鏡、繊維、漆器に代表される「ものづくり」産業や、自然、文化、伝統

といった地域資源、住み良さを学ぶことを通して、ふるさと鯖江への愛着と誇りを養うとともに、

地域課題に向き合い、地域社会の発展について自ら考えることのできる、豊かな人間性・社会性

を持つ児童生徒を育みます。 

 

主要な事業 

○ふるさと教育推進事業（シティプロモーション推進事業） 

○ものづくり教育推進事業（シティプロモーション推進事業） 

実施施策③ ふるさとの歴史・文化再発見 

ふるさと鯖江の歴史や文化を身近に感じてもらうために、親子等で学習する機会を設けること

で、自分の住んでいるまちに対して関心を持ち、愛着と誇りが持てるような児童生徒を育みます。 

 

主要な事業 

〇ふるさとさばえ検定・キッズ検定事業ⅲ（シティプロモーション推進事業） 

  

ⅰ 情報モラルとは、情報社会を生きぬき、健全に発展させていく上で、すべての国民が情報を扱う上で身につけておくべき道徳や考

え方、態度等のこと。 

ⅱ ＧＩＧＡスクール構想とは、学省が 2019 年に策定した、Society5.0 時代に生きる子どもたちの未来を見据え、児童生徒向けの 1

人 1 台の学習端末と高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備・活用する構想のこと。 

ⅲ ふるさとさばえ検定・キッズ検定とは、ふるさと鯖江への愛着と誇りを持ってもらうことを目的に実施している鯖江市の歴史・文

化等に関する検定試験のこと。 
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実施施策④ 市民との協働事業の推進 

市民や民間団体等との協働事業として文化財建造物における音楽コンサートや図書館におけ

る「ライブラリーカフェⅰ」の開催等を実施することにより、市民が歴史資産や教養を身に付け

る機会を作り、市民主役による賑わいのあるまちづくりを目指します。 

 

主要な事業 

○まちかど歴史浪漫コンサートⅱ事業 

○えきライブラリーⅲ支援事業 

○さばえライブラリーカフェ事業 

 

  

ⅰ ライブラリーカフェとは、文化の館（図書館）の喫茶室において様々な分野の方の話を聞きながら気軽に交流ができるカフェのこ

と。 

ⅱ まちかど歴史浪漫コンサートとは、文化財建造物を舞台に開催している音楽コンサートのこと。2006 年（平成 18 年）から開催し

ています。 

ⅲ えきライブラリーとは、ＪＲ鯖江駅２階にある、図書・カフェ・音楽が楽しめる『えきライブラリーtetote』において図書館の本を

貸し出すサービスのこと。 
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基本施策５ 参加と協働による市民主役 

ＫＰＩ（成果指標） 単位 現状値 目標値 

まちづくりの提案をする団体数 団体 
５１ 

（2018 年） 

６０ 

（2024 年） 

まちづくりの提案事業数 件 
６５ 

（2018 年） 

７０ 

（2024 年） 

提案型市民主役事業ⅰの募集事

業数 
件 

５６ 

（2020 年） 

６０ 

（2024 年） 

各地区のまちづくり計画の策定 地区 
１ 

（2021 年） 

３ 

（2024 年） 

シェアリングエコノミーⅱサー

ビス市内登録数 
件 

２４ 

（2018 年） 

５５ 

（2024 年） 

 

実施施策① 市民主役の推進 

市民提案から「鯖江市民主役条例」（２０１０年（平成２２年）制定）を創り上げ、早い時期か

ら「市民主役」「市民協働」のまちづくりを進めてきた鯖江市において、若者を含む幅広い層の市

民がふるさとに愛着を持ち、誇りややりがいを持って自ら市政や地域経営に直接携わることがで

きる活躍の場づくりをさらに進めることで、一人でも多くの市民参加を図るとともに、「市民力」

を発揮できる市民活躍のまちづくりを目指します。 

また、各地区において住民自らが創意工夫を凝らした事業を行い、地区の活性化に取り組む住

民自治の更なる充実を図ります。 

 

主要な事業 

○提案型市民主役事業 

○まちづくり基金事業ⅲ 

○融和と協働のまちづくり事業ⅳ 

○市民まちづくり応援団事業ⅴ 

○シェアリングエコノミー推進事業 

 

  

ⅰ 提案型市民主役事業とは、市が行っている事業の中から、市民団体等が「新しい公共」の担い手として行った方が良い事業につい

て、市民活動団体、地域のまちづくり組織、事業者等を対象に提案を募り、委託・民営化する事業のこと。 

ⅱ シェアリングエコノミーとは、物・サービス・場所などを多くの人と共有・交換して利用する社会的な仕組み。自動車を共有する

カーシェアリングをはじめ、ソーシャルメディアを活用して、個人間の貸し借りを仲介する様々なシェアリングサービスが登場して

います。 

ⅲ まちづくり基金事業とは、市民活動団体やボランティア団体が行う公益的な取組みに対して、まちづくり基金から補助を行う事業

のこと。この基金は、ふるさと納税や市民からの寄付と市の財源により構成されています。 

ⅳ 融和と協働のまちづくり事業とは、区長会連合会、地区区長会、町内会が自主的に取り組む「歴史、文化、生活、自然などの地域

資源を活かした事業」、「地域活性化に資する事業」に対し交付金を交付し、個性的な地域づくりや地域の活性化を推進する事業のこ

と。 

ⅴ 市民まちづくり応援団事業とは、地区におけるまちづくりに意欲のある人のうち、人材の掘り起こしや、持続可能な地域運営の基

盤づくり、人と人とをつなげるコーディネートに興味のある人材を発掘し、人材育成を図る事業のこと。 
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基本施策６ 地域資源を活かす観光の推進 

ＫＰＩ（成果指標） 単位 現状値 目標値 

年間観光客入込数  万人 
１８８ 

（2018 年） 

１９０ 

（2024 年） 

産業観光施設年間来館者数 

（めがねミュージアム、うるし

の里会館、石田縞手織りセンタ

ー） 

万人 
２９ 

（2018 年） 

３０ 

（2024 年） 

 

実施施策① 産業観光の充実 

眼鏡・繊維・漆器に代表される「ものづくり」産業を観光資源として位置づけ、業界団体と連

携して、地場産業の見学や体験の場の創出に努めるとともに、地場産品に関するグッズやスイー

ツなどの土産物販売を充実することを通じて、県内外からの集客やインバウンド消費につなげま

す。 

 

主要な事業 

○産業観光推進事業 

○漆文化のユネスコ無形文化遺産ⅰ登録支援事業 

○伝統産業とＩＴを生かした地方創生事業（再掲） 

○グリーンツーリズムⅱ推進事業 

実施施策② 広域観光の推進 

福井県や近隣市町、観光業界などと連携して、めがねミュージアムやうるしの里会館、石田縞

手織りセンター等を活用した滞在型広域観光ルートの策定やＰＲ事業を展開し、それぞれの観光

地を点から線、さらには面へと発展させ、観光地への誘客を図ります。 

 

主要な事業 

○広域観光推進事業 

○越前ものづくりの里プロジェクトでの広域産業観光推進事業（再掲） 

○丹南地域周遊・滞在型観光推進事業（再掲） 

○シェアリングエコノミー推進事業（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

ⅰ ユネスコ無形文化遺産とは、2006 年（平成 18 年）に発効した国連教育科学文化機関（ユネスコ）の無形文化遺産保護条約に基づ

き、人から人へと継承される芸能や祭礼、伝統工芸などを対象に登録されるもの。通常、条約締約国からユネスコに提出された申請

について、評価機関による審査を経て、政府間委員会において登録が決定される。日本では、文化審議会文化財分科会の特別委員会

で調査、審議した上で、ユネスコに提案しています。 

ⅱ グリーンツーリズムとは、都市生活者が農村・漁村等に滞在して、自然・文化・人々との交流を楽しみながら、余暇をのんびり過

ごすこと。 
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実施施策③ 街なか観光の推進 

一年を通して西山公園を中心とした中心市街地の魅力向上や街なかに点在する観光地を効果

的につなぐ街なか観光ルートを設定するなど、個々の魅力に加えて全体的な面としての魅力アッ

プを図り、魅力ある観光地を目指します。 

 

主要な事業 

○街なか観光推進事業 

○西山公園施設改修事業 

○西山公園イルミネーション事業 

○西山動物園（レッサーパンダの聖地化）事業 

 

  



65 

 

基本目標Ⅲ 若くて元気なまちの創造 

前述のとおり、鯖江市は近年まで人口増加傾向にあり、かつ国と比較して合計特殊出生率（一人の

女性が一生の間に産む子どもの数）が高い水準にあるものの、人口規模が長期的に維持できる水準

（いわゆる「人口置換水準」。現在は２．０７）には届いておらず、将来的には人口、特に若い女性

の数が減少する見込みであり、今後の人口減少をいかにして食い止めるかが喫緊の課題です。その

ため、将来の人口減少に歯止めをかけるため、子育て家庭の経済的な負担や不安感を軽減し、安心し

て子どもを産み育てることのできる、子育てにやさしい環境づくりに取り組みます。また、学校教育

や文化・芸術との触れ合いを通じて心身ともにバランスのとれた健全な子どもの育成を図るととも

に、高齢者も障がい者も生涯健康で生きがいを持っていきいきと暮らすことができ、全ての市民に

とってやさしく暮らしやすいまちを推進することで、笑顔があふれるまちの創造を目指します。 

 

ＫＰＩ（成果指標） 単位 現状値 目標値 

出生数  人 
５８２ 

（2015～18 年の平均） 

６２０ 

（2020～24 年の平均） 

 

（講じるべき施策の方向性） 

○安心して結婚・出産・子育てができるまち 

子育ての喜びが実感できるとともに、安心して子育てができるよう、妊娠期から学齢期ⅰまで

切れ目のない子育て支援に取り組みます。また、若者の出会いや交流の場づくりなど、素敵な出

会いができる環境づくりを進めます。 

（事業例）認定こども園推進事業、子育て支援センター運営事業、 

地域で育む子育て支援ネットワーク事業 

○子どもがいきいきと過ごすまち 

 ＩＴ機器を活用したわかりやすい授業による基礎学力の定着、読書活動の推進による豊かな情

操の育成、スポーツ環境の充実による体育好きの子どもたちの育成に努め、健康な心身の育成を

図るとともに、豊かな心、たくましい体を育む環境づくりを進めます。 

（事業例）学校でのＩＴ機器整備事業（ＧＩＧＡスクール構想推進の取組み）【Society5.0 化】、 

     ＳＤＧｓ教育（小中学生が考える持続可能な世界）推進事業、 

総合型地域スポーツクラブ活動推進事業 

○生涯現役で生涯青春のまち 

誰もが生涯にわたり、健やかで自立した生活を送りながら、目的を持っていきいきと活動し、

長寿による豊かさを実感できるよう、様々な場面で高齢者や障がい者が活躍できる環境づくりを

進めます。 

（事業例）高年大学運営事業、ご近所福祉ネットワークⅱ活動推進事業（高齢者、障がい者等） 

 

  

ⅰ 学齢期とは、学校に就学して教育を受けることが適切とされる年齢のこと。日本では、一般的には義務教育の期間を指します。 

ⅱ ご近所福祉ネットワークとは、要支援者の早期発見や支援活動のため、町内などの小地域において、声かけ、訪問、見守り等の生

活支援を行う仕組みのこと。 
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基本施策１ 安心して結婚・出産・子育てができるまち 

ＫＰＩ（成果指標） 単位 現状値 目標値 

５０歳未満未婚率の 

増減 

% 

（対５年前比） 

＋４.２ 

（2015 年） 

＋３.０ 

（2025 年） 

子育て支援に満足している人の

割合 
% 

７２.７ 

（2018 年） 

８０ 

（2024 年） 

待機児童数ⅰ 人 
０ 

（2018 年） 

０ 

（2024 年） 

放課後児童クラブⅱ数 箇所 
３２ 

（2018 年） 

３５ 

（2024 年） 

子育てサポーターⅲ登録者数 人 
１１４ 

（2018 年） 

１３０ 

（2024 年） 

子育てサポーターの活動率 ％ 
８９.５ 

（2018 年） 

９０ 

（2024 年） 

 

実施施策① 出会い交流等のサポート 

未婚率の上昇や晩婚化に歯止めをかけるため、結婚を希望する人に対して出会い・交流できる

場を提供するイベント等を企画・運営し、若者の結婚へのきっかけづくりを支援します。 

 

主要な事業 

○出会い交流サポート事業【Society5.0 化】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ⅰ 待機児童数とは、毎年４月１日時点における、保育所等の利用を申し込んでいるが利用できていない児童数のこと。ただし、特定

の保育所の利用を希望し、自宅から 30 分未満で通える他の利用可能な保育所があっても利用していない児童は含みません。 

ⅱ 放課後児童クラブとは、仕事等により保護者が昼間自宅にいない小学生に、授業の終了後に児童館等を利用して適切な遊びや生活

の場を与えて、健全な育成を図る事業のこと。 

ⅲ 子育てサポーターとは、地域において子育て中の人の身近な協力者として、子育てやしつけに関する相談相手となったり、子育て

支援等についての情報を提供したりする人のこと。 
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実施施策② 出産・子育ての負担軽減 

安心して子どもを産み、健やかに育てることができる環境づくりを支援するために、妊娠期か

ら子育て期まで切れ目のない総合的な相談、多世代同居・近居に対しての支援や保育料の減免、

医療費の助成を実施するなど、子どもを産む前から産後・育児に至るまでの一貫した支援を充実

することで、子育てに対する経済的負担や不安の軽減を図り、出産・子育てに希望が持てる家庭

を増やします。 

 

主要な事業 

○子ども子育てトータルサポート事業 

○住み続けるまちさばえ支援事業（再掲） 

○多子世帯の経済的負担軽減事業 

○子ども医療費助成事業、児童手当支給事業 

○子育て世代包括支援センターⅰ運営事業 

○母子保健事業ⅱ（こんにちは赤ちゃん等） 

○眼育プロジェクトⅲ（シティプロモーション推進事業） 

○家庭育児応援事業ⅳ 

○準要保護家庭・ひとり親家庭児童学習支援事業ⅴ 

○小中学校要・準要保護児童生徒援助事業ⅵ 

 

  

ⅰ 子育て世代包括支援センターとは、センター内に保健師や助産師、ソーシャルワーカー等を配置し、妊娠から出産、子育てまで幅

広い相談が出来る施設のこと。 

ⅱ 母子保健事業とは、丈夫な子供を産み，健康に育てるという考えのもとに，母親と子供の健康保持と増進を図る事業のこと。 

ⅲ 眼育プロジェクトとは、子どもの目の健康を増進するために、就学前視覚検診の充実や、目の健康意識を高める啓発活動を専門家

と共同で行う事業のこと。 

ⅳ 家庭育児応援事業とは、一定の世帯所得以下の家庭において第 2 子以降を家庭で育児する際に一部助成を行う事業のこと。 

ⅴ 準要保護家庭・ひとり親家庭児童学習支援事とは、生活困難もしくはひとり親家庭の児童を対象に定期的に学習会を行う事業のこ

と。 

ⅵ 小中学校要・準要保護児童生徒援助事業とは、経済的理由から、小中学校で必要な諸費用（学校給食費・学用品など）の支払いに

困っている家庭に対して、その費用の一部を援助する制度のこと。 
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実施施策③ 子育て環境の整備 

地域ぐるみの子育て支援や情報提供・相談に応じるほか、認定こども園化や児童館の充実を図

るとともに、これらの事業に携わる人材の確保と質の向上に努めることで子どもの健やかな成長

を支援し、子どもを安心して産み育てることのできる環境づくりに取り組みます。  

 

主要な事業 

○認定こども園ⅰ推進事業 

○保育士確保・定着支援事業 

○公私立保育所運営事業、私立保育所特別保育等推進事業ⅱ 

○放課後児童クラブⅲ事業 

○子育て支援センターⅳ事業 

○子育てサポーター拠点・全天候型遊技場整備・児童発達支援センターⅴの整備 

○地域で育む子育て支援ネットワークⅵ事業 

○子育て応援メール配信事業【Society5.0 化】 

○シェアリングエコノミー推進事業（再掲） 

〇子育てサポーターによる保育補助事業 

〇地域人材活用事業ⅶ 

実施施策④ ワーク・ライフ・バランスの推進（再掲） 

中小・零細企業が大半を占める鯖江市において、女性が輝く社会を構築するためには、事業所

への支援や地域社会に向けた啓発活動が重要です。そのために、働きながらいきいきと子育てや

家族の介護を行い、家庭や地域生活などの私生活を充実できるような職場環境の整備に向け、労

働時間の短縮や就業形態の改善などに取り組んだ企業を表彰して広く紹介することなどを通じ、

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を推進します。 

 

主要な事業 

〇ワーク・ライフ・バランス推進事業 

○中小企業の子育て・介護応援事業 

○わたしの日プロジェクト（再掲） 

 

  

ⅰ 認定こども園とは、就学前の教育・保育を一体として捉え、一貫して提供する施設のこと。 

ⅱ 私立保育所特別保育等推進事業とは、私立保育所において障害児保育や低年齢児保育などを実施する際に補助する事業のこと。 

ⅲ 放課後児童クラブとは、保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校の児童に対し、授業の終了後等に小学校の空き教室や児童

館等を利用して適切な遊びや生活の場を提供する事業のこと。一般的に学童保育と呼ばれています。 

ⅳ 子育て支援センターとは、子育て支援のための地域の総合的拠点のこと。無料相談や関連機関の紹介、子育てサークルの活動支援

などを行っています。 

ⅴ 児童発達支援センターとは、発達の気がかりなお子さんやその家族への相談および療育を行う施設のこと。 

ⅵ 地域で育む子育て支援ネットワークは、地域の子育て支援関係団体および関係機関が公民館単位ごとに｢地区子育て支援ネットワ

ーク委員会｣を設置することにより、地域の実情に合わせた地区ぐるみの子育て支援のあり方を協議し、関係団体、関係機関で実施

している事業を調整し、子育てしやすい環境づくりのため連携し協力し合い事業を展開しているもの。 

ⅶ 地域人材活用事業とは、資格を要しない業務において地域の高齢者等の知見を活用する事業のこと。 
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基本施策２ 子どもがいきいきと過ごすまち 

ＫＰＩ（成果指標） 単位 現状値 目標値 

学校が楽しいと思う児童・生徒

の割合 

% 

(５年平均) 

小学校 ９０.４ 

（2018 年） 

中学校 ８７.２ 

（2018 年） 

小学校 ９１ 

（2024 年） 

中学校 ８７ 

（2024 年） 

朝食を食べている児童・生徒の

割合 
％ ９８.０ ９９.０ 

 

実施施策① 学校教育環境の充実 

学校にパソコン、タブレット端末などのＩＴ情報機器を整備し、授業での積極的な活用を図る

ことにより、わかりやすく、楽しい授業に努め、児童・生徒の興味関心を高めることにより、一

層の学力の向上を目指します。また、学校生活・学習支援員を配置することにより、児童・生徒

の学校生活等を支援します。さらに、ＳＤＧｓに関する教育を推進し、持続可能な地域や世界の

実現に向けて、自ら考え行動できる、豊かな人間性・社会性を持つ児童生徒を育むとともに、ク

ラブ活動の充実を図り、児童・生徒の個性を伸ばしつつ社会性を育みます。 

 

主要な事業 

○学校でのＩＴ機器整備事業（ＧＩＧＡスクール構想推進の取組み）【Society5.0 化】（再掲） 

○学校生活・学習支援員配置事業 

○ＳＤＧｓ教育（小中学生が考える持続可能な世界）推進事業 

○子ども向けプログラミング事業（再掲） 

○こどもエコクラブⅰ事業 

実施施策② 食育の推進 

心身ともに成長が著しい時期に、学校での食農体験や旬の地場産農産物を知ってもらうこと

で、児童・生徒の健全な食生活を推進し、食育を通して豊かな人間性や健康な心身を育みます。 

 

主要な事業 

○学校給食での地場産品活用事業 

○学校給食畑ⅱ支援事業 

  

  

ⅰ こどもエコクラブとは、幼児（3 歳）から高校生までなら誰でも参加できる環境活動のクラブのこと。 

ⅱ 学校給食畑とは、地元の農家と触れ合いながら野菜を育てる畑のこと。市内すべての小学校で設置されており、この畑でつくられ

た野菜は、児童の学校給食の食材として利用されるとともに、地場の野菜に触れ、学ぶことで子どもたちの食育の推進につながって

います。 
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実施施策③ 学校図書館の充実 

学校図書館を充実することにより、児童生徒に読書の楽しさや知ることの喜びを学習させ、豊

かな感受性や人間性を育みます。 

 

主要な事業 

○学校図書館整備・支援事業 

実施施策④ スポーツ環境の充実 

体育館等の有効活用やスポーツクラブの更なる活動内容の充実を通じて、市民の誰もが気軽に

スポーツに親しむことができるコミュニティを実現するとともに、トップアスリートとの交流や

「体操のまち」、「駅伝のまち」として全国に向けたＰＲ強化によって、スポーツに対する意識の

高揚を図り、スポーツに親しむことのできる環境づくりを進めます。 

 

主要な事業 

○体育大好き支援事業ⅰ 

○スポーツ少年団活動支援事業 

○総合型地域スポーツクラブ活動推進事業ⅱ 

○トップアスリートとの交流指導事業ⅲ 

○体操のまち推進事業 

○駅伝のまち推進事業 

実施施策⑤ 文化活動の推進 

「まなべの館」を活用した美術展・企画展の充実や、文化財を活用したイベント等の開催、子

どもから大人まで幅広い世代が親しんでいる吹奏楽の技術向上と対外的な情報発信の機会創出

を通じて、文化・芸術活動の推進を図ります。 

 

主要な事業 

○吹奏楽のまち推進事業 

○まなべ DE わくわく!!アートフェスタⅳ開催事業 

 

  

ⅰ 体育大好き支援事業とは、小学校においては器械器具を使った使った運動・ゲーム・表現リズムの授業、中学校においてはダンス

の授業に外部講師を派遣し、児童生徒の体力向上と教職員の資質向上を図る事業のこと。 

ⅱ 総合型地域スポーツクラブ活動推進事業とは、市内３中学校区の３つの総合型地域スポーツクラブによる市民ニーズに応じたス

ポーツ教室開催など、子どもから大人まで誰もが気軽に参加・体験できるクラブ活動を支援する事業のこと。 

ⅲ トップアスリートとの交流指導事業とは、トップアスリート等が本物の技術とメンタル面の指導を行うことによりジュニアの競

技力の向上を図る事業のこと。 

ⅳ まなべ DE わくわく!!アートフェスタとは、芸術、伝統芸能・生活文化、伝統工芸、歴史等いろいろな分野の体験ができる文化芸

術体験プログラムのこと。 
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基本施策３ 生涯現役で生涯青春のまち 

ＫＰＩ（成果指標） 単位 現状値 目標値 

元気生活率 

（全高齢者に占める介護認

定を受けていない人の割合） 

％ 
８３.６ 

（2019 年） 

８１ 

（2024 年） 

地域見守り体制の整備率 ％ 
８６ 

（2018 年） 

１００ 

（2024 年） 

高年大学ⅰ活動参加者数 万人 
３.７ 

（2018 年） 

４ 

（2024 年） 

公民館の年間利用者数 万人 
３９.３ 

（2018 年） 

４５ 

（2024 年） 

二次交通網ⅱの整備に満足 

している６０歳以上の人の 

割合 

％ 
６１.４ 

（2018 年） 

６５.０ 

（2024 年） 

 

実施施策① 生きがいづくりと社会参加活動への支援 

高齢者が地域社会に参画し豊かな経験と知識・技能等を生かせるよう、就労機会の確保やボラ

ンティア活動への支援、生涯学習といった生きがいづくりの場や機会を充実させるとともに、高

齢者が地域の助け合い活動の主体となれるような取組みを支援します。 

 

主要な事業 

○老人クラブ支援事業 

○高齢者憩の場活動支援事業 

○介護支援サポーターポイント事業ⅲ【Society5.0 化】 

○鯖江市シルバー人材センター支援事業 

○高年大学運営事業 

  

ⅰ 高年大学とは、高齢者が生涯学習の楽しみと趣味の増進を通して仲間づくりの輪を広げ、あわせて地域社会活動に積極的に参加し

ながら、より豊かで充実した社会生活を営むために創られた全国稀有な生涯学習施設のこと。 

ⅱ 二次交通網とは、複数の交通機関等を使用する場合の、2 種類目の交通機関のこと。主には、鉄道駅から路線バスや自転車などを

使って、学校や観光地などへ赴く交通手段のことを指します。 

ⅲ 介護支援サポーターポイント事業とは、鯖江市に住所を有する 65 歳以上の方が、「介護支援サポーター」として、介護施設等（受

入機関等）で、ボランティア活動した際にポイントが付与され、ポイントは市の交付金と換金できる事業のこと。 
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実施施策② 健康づくりと積極的な介護予防の推進 

バランスのとれた食生活や適度の運動等の健康的な生活習慣を推進するとともに、がん、循環

器疾患、糖尿病等の主要な生活習慣病の早期発見や重症化予防に取り組みます。 

また、心身の機能低下を予防するための介護予防事業を通じて、高齢者一人ひとりが住み慣れ

た地域でいきいきと、生涯元気で自立した生活が送れるような社会を目指します。 

 

主要な事業 

○介護支援サポーターポイント事業【Society5.0 化】（再掲） 

○介護予防・日常生活支援総合事業ⅰ 

○フレイル予防事業ⅱ 

○介護予防人材養成事業ⅲ 

○食生活改善推進事業ⅳ 

○データヘルス計画ⅴ推進事業【Society5.0 化】 

○特定健診・特定保健指導ⅵ事業【Society5.0 化】 

 

 

 

 

 

 

  

ⅰ 介護予防・日常生活支援総合事業とは、市町村が中心となって、地域の実情に応じて住民等の多様な主体が参画し、多様なサービ

スを充実することにより、地域の支え合いの体制づくりを推進し、要支援者等に対する効果的かつ効率的な支援等を可能とすること

を目指すもの。介護予防・生活支援サービス事業と一般介護予防事業があります。 

ⅱ フレイル予防事業とは、健康な状態と介護が必要な状態の間の状態であるフレイル（虚弱）となることを予防するため、フレイル

状態チェックや予防啓発等を行うサポーターの養成などを行う事業のこと。 

ⅲ 介護予防人材養成事業とは、介護予防教室での参加者への声かけや予防の知識の普及・啓発等を行う介護予防サポーターを養成・

育成する事業のこと。 

ⅳ 食生活改善推進事業とは、食生活を通した健康づくりのボランティア活動のこと。 

ⅴ データヘルス計画とは、保険者（健康保険組合等）が保有するレセプト（診療報酬明細書）や、事業主から提供された健康診断デ

ータなどの情報を活用し、保険加入者の健康づくりや疾病予防、重症化予防を行う事業のこと。 

ⅵ 特定健診・特定保健指導とは、2008 年（平成 20 年）4 月から始まった、生活習慣病予防のための新しい健診・保健指導のこと。 
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実施施策③ 誰もが地域で安心して暮らせるまちづくり 

団塊の世代が後期高齢者（７５歳以上）となる２０２５年（令和７年）以降に備え、医療・介

護・介護予防・住まい・生活支援を一体的に提供する地域包括ケアシステムⅰを構築し、高齢者

が住み慣れた地域で安心して自立した生活を送れるよう支援します。 

また、高齢者や障がい者など誰もが地域で安心して暮らせるよう、移動手段の確保に努めると

ともに、地域住民が主体となって、お互いに助け合い、支え合うことのできるまちづくりを推進

します。 

 

主要な事業 

○ご近所福祉ネットワーク活動推進事業（高齢者、障がい者等）【Society5.0 化】 

○障がい者地域生活支援拠点事業ⅱ 

○認知症総合支援事業 

○意思疎通支援事業 

○在宅医療・介護連携推進事業ⅲ【Society5.0 化】 

○生活支援体制整備事業ⅳ【Society5.0 化】 

○コミュニティバス運行事業【Society5.0 化】 

○自家用有償旅客運送ⅴ実証事業【Society5.0 化】 

実施施策④ 高齢者・シニアの雇用対策 

高齢者が地域社会に参画し、豊かな経験と知識・技能等を生かせるよう、就労機会の確保等、

生きがいづくりの場や機会を充実します。 

 

主要な事業 

○鯖江市シルバー人材センター支援事業（再掲） 

 

 

 

  

ⅰ 地域包括ケアシステムとは、介護が必要になった高齢者も、住み慣れた自宅や地域で暮らし続けられるように、「医療・介護・介

護予防・生活支援・住まい」の五つのサービスを、一体的に受けられる支援体制のこと。 

ⅱ 障がい者地域生活支援拠点事業とは、障がい者の高齢化・重度化や「親亡き後」を見据え、障がい者が住み慣れた地域で安心して

暮らしていけるよう様々な支援を提供する事業のこと。 

ⅲ 在宅医療・介護連携推進事業とは、医療・介護・行政など多くの職種の協働により在宅サービスを提供する事業のこと。 

ⅳ 生活支援体制整備事業とは、住み慣れた地域で安心した生活を送ることができるよう、住民主体の支え合いの体制づくりを推進

する事業のこと。 

ⅴ 自家用有償旅客運送とは、バス・タクシー事業が成り立たない場合であって、地域における輸送手段の確保が必要な際に、市町村

や NPO 法人等が自家用車を用いて提供する運送サービスのこと。 
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実施施策⑤ 生涯学習体制の充実 

意欲のある高齢者に対して各種の学級・講座や講演会など多種多様な学習機会を提供するとと

もに、全国稀有な高年大学の充実を図ることを通じて、地域人材の発掘・育成とともに学習成果

を活かした、生涯学習による地域の活性化やまちづくりにつなげます。 

 

主要な事業 

○生涯学習推進事業 

○高年大学運営事業（再掲） 

実施施策⑥ 生涯スポーツの推進 

性別、年齢、障がいの有無などに関わらず、子どもから高齢者まで全ての市民がその自発性の

もと、各々の興味・関心、適性などに応じて、生涯にわたってスポーツに親しむことができる環

境を整備します。 

 

主要な事業 

○スポーツ出前講座事業 

○総合型地域スポーツクラブ活動推進事業（再掲） 
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基本目標Ⅳ 安心で快適に暮らせるまちの創造 

 「魅力的な雇用の創出」、「若者が住みたくなるまちの創造」、「若くて元気なまちの創造」の好循環

を生み出すためには、市民にとって暮らしやすく、住み続けたいと思える魅力的な居住空間・生活環

境が欠かせません。市民の利便性向上や職員の業務負担軽減などを図るための行政手続きのデジタ

ル化をはじめとするＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進による利便性の向上を図る

とともに、伝統的な「ものづくり」産業や豊かな自然、文化等を活用した賑わいのある、活気あるま

ちづくり、機能的で利便性が高く、また子どもから高齢者まで全ての市民が安全、安心して生活がで

きるまちづくりを進めます。また、市民や事業者、行政が協動でふるさと鯖江の自然環境や公共空間

の管理を一体的に推進することで住みやすい、良好な生活環境を整えます。 

 

ＫＰＩ（成果指標） 単位 現状値 目標値 

快適に暮らせると感じる人の 

割合 
％ 

７５.９ 

（2018 年） 

８０ 

（2024 年） 

 

（講じるべき施策の方向性） 

○デジタルファーストⅰの推進 

「ＩＴのまち鯖江」として近未来のインフラであるオープンデータⅱ（データシティ鯖江）の

推進に取り組んできましたが、さらに、行政手続きの電子申請化に代表されるＤＸ（デジタルト

ランスフォーメーション）を推進し、自宅に居ながら行政手続きを完結できる環境を整備するな

ど、誰もがデジタル化の恩恵を受け、より豊かな生活を享受できるようなデジタルガバメントⅲ

を目指します。 

（事業例）オンライン申請推進事業【Society5.0】、 

オープンデータ活用推進事業【Society5.0】 

○魅力あふれるまちなかの創造 

 人口減少に対応するために居住や都市機能をまちなかに誘導するコンパクトシティの推進を

図るとともに、最大の観光地、かつ市民の憩いの場でもある西山公園をさらに充実し、中心市街

地と連携したまちなかの魅力向上に努めます。 

（事業例）立地適正化計画の推進、仮称「西山公園・鯖江ＩＣ連絡道路」整備の検討 

○幹線交通網の変化を見据えた二次交通網の整備 

 北陸新幹線敦賀開業に伴う幹線交通網ⅳの変化を見据えて、魅力あるまちづくりを創造するた

め、鯖江駅や北鯖江駅の利用促進や地域の身近な移動手段であるコミュニティバス「つつじバス」

の利便性向上、新たな交通手段の導入による高齢者の移動手段の確保、高速バスの利用利便性向

上に取り組むなど、住み続けられるまちづくりに努めます。 

（事業例）鯖江市交通ビジョンの推進【Society5.0 化】 

 

  
ⅰ デジタルファーストとは、デジタル化を優先し各業務や活動に取り組むこと。 

ⅱ オープンデータとは、行政などが保有する様々なデータを、機械判読に適した形式でインターネット上に公開し、あらゆる方々に

自由に活用していただけるようにする取組みのこと。 

ⅲ デジタルガバメントとは、行政の IT・デジタル化を進める取組みのこと。 

ⅳ 幹線交通網とは、主要な拠点を結ぶ重要な鉄道網、道路網等のこと。 
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○強靭で安全・安心なまち 

 防育ⅰにより市民の防災に対する意識を高めるとともに、市民と行政が協動で防災・減災に取り

組むことで、子どもから高齢者まで全ての市民が安全で安心した生活を過ごすことができるよう

な環境を整えるなど、強靭なまちづくりを推進します。 

（事業例）空き家等対策事業、田んぼダム事業 

○環境にやさしい魅力的なまち 

 市民・市民団体・事業者・行政が連携を図り、循環型社会ⅱの構築を目指して、自然環境や生活

環境の保全の推進や、豊かな自然環境を保全し次世代に継承するために脱炭素社会ⅲの実現に向

けた取組みを進めるとともに、環境に配慮して行動できる人材育成に取り組みます。 

（事業例） 

     花によるまちづくりコンクール事業 

 

ⅰ 防育とは、防災士の資格を持つ防犯隊員等が講師となって防災や防犯について教えること。 

ⅱ 循環型社会とは、有限である資源を効率的に利用するとともに再生産を行って、持続可能な形で循環させながら利用していく社会

のこと。 

ⅲ 脱炭素社会とは、地球温暖化の原因となる温室効果ガスの実質的な排出量ゼロを実現する社会のこと。 
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基本施策１ デジタルファーストの推進 

ＫＰＩ（成果指標） 単位 現状値 目標値 

オンライン申請件数 件 
５７３ 

（2020 年） 

１，０００ 

（2024 年） 

情報利活用講座等の受講者数 人 
２７３ 

（2018 年） 

５００ 

（2024 年） 

マイナンバーカードⅰを活用 

したサービス件数 
件 

３ 

（2018 年） 

１０ 

（2024 年） 

オープンデータ公開自動化数 
件 

（累計） 

１ 

（2020 年） 

１０ 

（2024 年） 

市ホームページ閲覧者数 万人 
１１６ 

（2018 年） 

１４５ 

（2024 年） 

 

実施施策① デジタルガバメントの実現 

行政手続きの電子申請化に代表されるＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）を推進し、

自宅に居ながら行政手続きを完結できる環境を整備するなど、市民サービスの向上と行政事務の

簡素化・効率化を図ります。 

 

主要な事業 

○オンライン申請推進事業【Society5.0】 

○証明書等のコンビニ交付事業【Society5.0 化】 

○電子入札ⅱ運用事業【Society5.0 化】 

 

 

  

ⅰ マイナンバーカードとは、氏名、住所、生年月日、性別、マイナンバー（個人番号）と本人の顔写真等が表示されたプラスチック

製の IC チップ付きカードのこと。本人確認のための身分証明書として利用できるほか、電子申請等様々なサービスにも利用できま

す。 

ⅱ 電子入札とは、国や地方自治体が発注する工事などの入札手続をインターネット上で行うシステムのこと。 
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実施施策② データの利活用 

オープンデータを積極的に推進するとともに、全ての市民がＩＴの恩恵を享受できるよう、デ

ジタルデバイドⅰを解消するために、アプリやタブレットⅱに親しんでもらうことを目的とした講

習会や講座開催などの取組みを通じ、ＩＴを生活に身近なものとして感じてもらえるよう努めま

す。 

 

主要な事業 

○オープンデータ活用推進事業 

○スマートフォン講座事業 

 

 

  

ⅰ デジタルデバイドとは、ＩＴ（情報技術）を活用してサービスの恩恵を受けられる者と、活用できずに恩恵を受けられない者との

間に生ずる、知識・機会などの格差のこと。 

ⅱ タブレットとは、指やペンで画面をタッチして操作することができる、小型の板状・薄型のコンピュータ製品のこと。 
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基本施策２ 魅力あふれるまちなかの創造 

ＫＰＩ（成果指標） 単位 現状値 目標値 

居住誘導区域ⅰ内の人口率 ％ 
５５.８ 

（2018 年） 

５６.８ 

（2024 年） 

道の駅「西山公園」の年間来場者

数 
万人 

３８.０ 

（2018 年） 

３８.０ 

（2024 年） 

西山動物園年間来園者数 万人 
１９.８ 

（2018 年） 

２０ 

（2024 年） 

 

実施施策① 居住や都市機能の誘導 

将来的に急激な人口減少と高齢化に直面することを見据えて、今後も持続可能な都市経営を可

能とするために、医療施設や商業施設などの都市機能の集約を図り、安心して住み続けることが

できる、活力あるまちづくりを計画的に推進します。 

 

主要な事業 

○立地適正化計画ⅱの推進 

○サテライトオフィス誘致事業（再掲） 

○空き家再生等推進事業（再掲） 

○住み続けるまちさばえ支援事業（再掲） 

実施施策② 中心市街地の活性化 

商工会議所、地元住民、学生、商店街等と連携・協働し、北陸新幹線敦賀開業の影響も見据え、

西山公園や間部藩陣屋まちと誠照寺門前まちの歴史を活かした中心商店街の活性化について検

討するとともに、空き店舗へのサテライトオフィスの誘致やシェアリングエコノミーの活用によ

る駐車場の確保等を推進するなど、民間の活力を活かしつつ、「賑わい」「憩い」「癒し」にあふれ

る中心市街地の形成を図ります。 

 

主要な事業 

○街なか賑わいづくり振興事業ⅲ 

○シェアリングエコノミー（駐車場等）推進事業 

○サテライトオフィス誘致事業（再掲） 

○空き家再生等推進事業（再掲） 

○仮称「西山公園・鯖江ＩＣ連絡道路」整備の検討 

○都市構造再編集中支援事業ⅳを活用した公共施設整備 

 

  ⅰ 居住誘導区域とは、立地適正化計画に定める政策的に居住を誘導して将来にわたり一定の人口密度を維持するエリアのこと。 

ⅱ 立地適正化計画とは、人口の急速な減少と高齢化に対応するため、福祉や交通等を含めて都市全体の構造を見直し、「コンパクト

シティ・プラス・ネットワーク」を進めていくことが重要であるとの考え方のもと、都市再生特別措置法に基づき、各市町村にお

いて民間事業者や住民などの地域の関係者の意見を反映させて策定するもの。 

ⅲ 街なか賑わいづくり振興事業とは、商店街の活性化やイメージアップ事業に対して支援を行う事業のこと。 

ⅳ都市構造再編集中支援事業とは、立地適正化計画に基づき、一定期間内の都市機能や居住環境の向上に資する公共公益施設（医療、

社会福祉、子育て支援等）の誘導・整備、防災力強化の取り組み等に対し、国による総合的・集中的な支援を行う個別制度。 
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実施施策③ 西山公園の充実 

日本の歴史公園１００選にも選ばれている西山公園の活性化と魅力の向上を図るとともに、西

山動物園や道の駅を最大限に活用することで、西山公園一体がより市民に愛される憩いの場とな

り、歴史や自然が調和した美しい景観に対する市民の意識を高めます。 

 

主要な事業 

○西山動物園充実（レッサーパンダの聖地化）事業 

○西山公園施設改修事業（再掲） 

○西山公園イルミネーション事業（再掲） 

○西山公園魅力向上事業 
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基本施策３ 幹線交通網の変化を見据えた二次交通網の整備 

ＫＰＩ（成果指標） 単位 現状値 目標値 

つつじバス年間利用者数 万人 
１４.４ 

（2018 年） 

１５ 

（2024 年） 

福武線ⅰ市内駅年間利用者数 万人 
４７.４ 

（2018 年） 

５０ 

（2024 年） 

二次交通網の整備に満足してい

る人の割合 
％ 

５８.７ 

（2018 年） 

６０ 

（2024 年） 

 

実施施策① 幹線交通網と二次交通網のネットワークによる地域公共交通網の形成 

２０２４年（令和６年）春の北陸新幹線敦賀開業後、北陸本線がＪＲから経営分離されるなど

幹線交通網が大きく変化する鯖江市において、「自主自立のまち」を維持するためには、並行在来

線駅となる鯖江駅、北鯖江駅の利用促進、鯖江インター高速バスターミナル機能の充実、地域の

コミュニティバスである「つつじバス」の利便性向上や新たな交通手段の導入による二次交通網

の再編が不可欠であることから、鯖江市交通ビジョンⅱに基づき、需要に応じた交通網を構築し

ます。 

 

主要な事業 

○鯖江市交通ビジョンの推進【Society5.0 化】 

○コミュニティバス運行事業【Society5.0 化】 

○コミュニティバス車両更新事業 

○福井鉄道福武線支援事業 

○ＪＲ鯖江駅東口改札等の設置と駐車場の機能拡充事業 

○鯖江インターの高速バスターミナル機能拡充への取組み 

○スマートインターチェンジⅲ設置の検討 

○ＪＲサンドーム駅新設の検討 

○冠山峠道路開通に伴う国道４１７号の整備 

○仮称「西山公園・鯖江ＩＣ連絡道路」整備の検討（再掲） 

○北陸新幹線開業に向けた並行在来線の利用促進の検討 

○自家用有償旅客運送実証事業【Society5.0 化】（再掲） 

  

ⅰ 福武線とは、福井県越前市の越前武生駅から福井県福井市の田原町駅まで、および市役所前駅から分岐して福井駅前駅までを結ぶ

福井鉄道の鉄道路線のこと。 

ⅱ 鯖江市交通ビジョンとは、北陸新幹線の停車駅のない本市がどのように二次交通網を構築していくべきかを描いたビジョンのこ

と。 

ⅲ スマートインターチェンジとは、高速道路のサービスエリアやパーキングエリアなどに設置されている ETC 専用のインターチェ

ンジのこと。 
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基本施策４ 強靭で安全・安心なまち 

ＫＰＩ（成果指標） 単位 現状値 目標値 

防犯隊員数 人 
１６０ 

うち女性 ２０ 
（2018 年） 

１７０ 
うち女性 ２２ 
（2024 年） 

防犯カメラ設置数 
台 

（累計） 
６ 

（2018 年） 
８０ 

（2024 年） 

自主防災活動ⅰ実施率 ％ 
７２.５ 

（2018 年） 
８０ 

（2024 年） 

防災リーダーⅱ養成者数 
人 

（累計） 
３７９ 

（2018 年までの９年間） 
５５９ 

（2024 年） 

一斉配信メールⅲ登録者数 人 
５，４５０ 
（2018 年） 

７，２５０ 
（2024 年） 

雨水幹線ⅳ等の整備率 ％ 
４５.４ 

（2018 年） 
４６.６ 

（2024 年） 

上水道重要管路の耐震化率 ％ 
４１.０ 

（2018 年） 
４６.６ 

（2024 年） 

橋梁長寿命化に伴う修繕箇所
数 

箇所 
２ 

（2018 年） 
２ 

（2024 年） 

民間住宅の耐震改修件数 箇所 
３ 

（2018 年） 
３ 

（2024 年） 

田んぼダムⅴ整備面積 ｈａ 
１，０９７ 
（2018 年） 

１，４５７ 
（2024 年） 

下水道接続率 ％ 
９３.３ 

（2018 年） 
９３.９ 

（2024 年） 

 

実施施策① 防災・防犯対策の推進 

大規模自然災害に備え、防災・減災および迅速な復旧復興に資する施策を計画的に実施します。

特に、自分の命は自分で守り（自助）、地域のことは地域で連携し住民同士で助け合う（共助）こ

とが重要であるという市民の防災に対する意識向上を図り、市民と行政が災害情報を共有する等

連携・協動することにより、減災・防災対策を推進します。 

 また、防犯パトロールを実施するほか、市内の空き家の状況を把握し利活用を図る等の対策を

講じることなどにより、子どもから高齢者まで市民が安全で安心して暮らせる快適なまちづくり

を推進します。 

 

主要な事業 

○国土強靭化地域計画ⅵの推進 

○地域女性防災リーダー養成事業 

○自主防災組織育成事業 

○防災リーダー養成事業 

○一斉配信メール推進事業【Society5.0 化】 

○防災情報発信推進事業 

○防犯隊活動事業 

○防犯カメラ設置推進事業 

○空き家等対策事業 

○空き家再生等推進事業（再掲） 

ⅰ～ⅵ 次ページ参照 
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実施施策② 消費者保護の推進 

積極的に正しい消費生活のための知識と情報を発信しながら、被害の未然防止のための周知・

啓発活動を行うことにより、消費者自らが学び、自立することで、市民の誰もが安心して豊かな

消費生活が送れるよう支援します。さらに、幼児期から高齢期までの生涯にわたり、学校、地域

など様々な場において、消費者教育を統合的かつ一体的に推進します。 

 

主要な事業 

○賢い消費者育成事業 

○消費者教育推進計画ⅶによる消費者教育の充実 

実施施策③ 交通安全の推進 

子どもや高齢者を交通事故から守るための早朝・薄暮時パトロールや交通安全教室の充実、高

齢者の運転免許自主返納の啓発に努めることにより、様々な角度から交通安全への活動を積極的

に推進します。 

 

主要な事業 

○交通安全推進事業 

○運転免許自主返納推進事業 

○自転車通行帯の環境整備事業 

○ドライブレコーダー普及促進事業 

実施施策④ 浸水被害総合軽減事業 

市民のかけがえのない生命や財産を水害から守るため、県と一体となった河川や雨水幹線等の

整備、田んぼダムの推進を図り、市民が安心して住み続けることができる水害に強いまちづくり

を推進します。 

 

主要な事業 

○河川整備事業（堤防舗装、浚渫ⅷ、立木伐採等） 

○雨水幹線等整備事業 

○田んぼダム事業 

 

  
ⅰ 自主防災活動とは、市内の各町内で結成されている自主防災組織が行う防災活動のこと。 

ⅱ 防災リーダーとは、「自助」「共助」の理念のもと、地域社会の様々な場で、減災と地域防災力向上のための活動の中心となり、か

つ、そのために十分な意識・知識・技能を有する者として、「鯖江市防災リーダー養成講座」を受講した者のこと。 

ⅲ 一斉配信メールとは、災害時等に緊急情報、避難情報を登録者全員に、一斉にメールでお知らせするシステムのこと。 

ⅳ 雨水幹線とは、洪水を防ぐ為の水路のこと。 

ⅴ 田んぼダムとは、田んぼの所有者や耕作者の協力を得て、豪雨時には田んぼに一時的に水をため、時間をかけてゆっくりと河川な

どに排水することで、洪水被害を軽減する取組みのこと。 

ⅵ 国土強靭化地域計画とは、大規模自然災害等に備えるため、事前防災・減災と迅速な復旧 復興に資する施策を、まちづくり政策

や産業政策も含めた総合的な取組みとして計画的に実施し、強靱な地域づくりを推進するために自治体が策定する計画のこと。 

ⅶ 消費者教育推進計画とは、消費者教育の推進に関する法律第 10 条第 2 項に基づき策定する、消費者教育を総合的かつ一体的に推

進するための市町村の計画のこと。 

ⅷ 浚渫とは、河川などの底面を浚って土砂などを取り去る土木工事のこと。 
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実施施策⑤ 上水道耐震管路の整備（更新） 

安全、安心でおいしい水を安定的に供給するとともに、地震等の災害時でも重要施設や避難施

設等への水道水の供給を確保するために、耐震管の整備を図り、重要管路の強靭化を進めます。 

 

主要な事業 

○上水道重要管路の耐震化事業 

実施施策⑥ 公共施設等の長寿命化 

公共施設等の維持・更新の経費を軽減・平準化するとともに、公共施設等の最適な配置を実現

するために、公共施設等の全体を把握し、長期的な視点をもって、リノベーションⅰ・更新・統

廃合・長寿命化などを計画的に行います。 

 
主要な事業 

○公共施設等の総合的な管理に関する計画の推進 

○社会資本整備総合交付金事業ⅱ（公共施設整備、消雪整備、橋梁整備、道路改良等） 

○道整備推進交付金事業ⅲ（消雪整備、道路改良等） 

○市営住宅の長寿命化 

○下水道施設の長寿命化 

実施施策⑦ 民間住宅の耐震改修 

大震災をはじめとする大規模災害を教訓として、市民の生命を守るために木造住宅の耐震改修

工事に対する助成の継続・強化に努め、安全で安心なまちづくりに努めます。 

 

主要な事業 

○木造住宅耐震改修促進事業 

 

  

  

ⅰ リノベーションとは、既存の建物に大規模な改修工事を行い、用途や機能を変更して性能を向上させたり付加価値を与えること。 

ⅱ 社会資本整備総合交付金事業とは、自治体が行う道路・下水道・市街地、住宅、住環境等の社会資本整備や関連するソフト事業を

支援する国土交通省所管の制度のこと。 

ⅲ 道整備推進交付金事業とは、市町村道、広域農道、林道の三つのうち二つ以上について一体的に整備する際に支援する内閣府所管

の制度のこと。 
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基本施策５ 環境にやさしい魅力的なまち 

ＫＰＩ（成果指標） 単位 現状値 目標値 

ごみの 1 人 1 日当たりの排出量 ｇ 
９２０ 

（2018 年） 

８１０ 

（2024 年） 

資源化率 ％ 
１２.３ 

（2018 年） 

１７ 

（2024 年） 

ＣＯ２排出量 ｔ 
589,000 

（2018 年） 

487,433 

（2024 年） 

外来植物防除活動取組み箇所 箇所 
５ 

（2018 年） 

５ 

（2024 年） 

道路・河川里親ⅰの活動団体数 団体 
１９ 

（2020 年） 

１９ 

（2024 年） 

公園里親ⅰの登録数 団体 
９２ 

（2018 年） 

９８ 

（2024 年） 

公園整備市民協働事業数 箇所 
１１ 

（2018 年） 

１７ 

（2024 年） 

 

実施施策① 自然環境の保全 

生物多様性の保全に配慮しつつ、地域、団体等が実施する自然保護活動を支援するとともに、

人と生きものが共生できる環境づくりに努めます。 

 

主要な事業 

○水・人・生きものが共感できる里づくり事業 

○水と自然と歴史文化に出会える郷づくり事業 

○環境活動団体補助事業 

実施施策② 公害の防止 

大気汚染や水質汚濁、道路交通騒音・振動などの監視調査や事業所への立入調査を定期的に実

施し、公害の発生を防止します。 

 

主要な事業 

○一般環境監視調査事業ⅱ 

○騒音・振動・悪臭調査事業 

○地下水汚染対策事業 

○事業所立入環境調査事業 

 

  

ⅰ 道路・河川里親および公園里親とは、身近な公共施設（道路、河川、公園）を、近辺に居住する市民の方々の愛護精神により、市

民参加のもとで市と協働しながら維持管理を行う活動のこと。 

ⅱ 一般環境監視調査事業とは、毎年作成する環境監視測定計画に基づき、大気や河川水等の測定・分析を行う事業のこと。 
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実施施策③ 循環型社会の推進 

生ごみの発生抑制や再利用化および紙類等の集団回収活動など再資源化を推進し、３Ｒⅰ（リ

デュース・リユース・リサイクル）等をより積極的に実践することで、循環型のまちづくりを推

進します。 

 

主要な事業 

○生ごみリサイクル推進事業 

○ごみ減量化・資源化市民啓発事業 

○持続可能な素材活用推進事業ⅱ 

実施施策④ 地球温暖化防止対策の推進 

市民・市民団体・事業者・行政が二酸化炭素削減に向けたまちづくりについて、ともに考え、

ともに行動することにより、家庭や事業所における省エネ活動や公共交通機関の利用促進など、

地球温暖化の原因となる温室効果ガスの排出量「実質ゼロ」の実現や地球温暖化防止のための対

策を推進します。 

 

主要な事業 

○「どんぐりからの森づくり」推進事業ⅲ 

○グリーンカーテン普及促進・さばＥＣＯストップ温暖化チャレンジ事業ⅳ 

○脱炭素実行計画の策定・推進 

実施施策⑤ 環境市民の育成 

市民・市民団体・行政が連携して、子どもから大人まで、特に次世代を中心に、生活のあらゆ

る場面において、環境に配慮して行動する人材を育成します。 

 

主要な事業 

○こどもエコクラブ事業（再掲） 

 

  

ⅰ ３Ｒとは、リデュース（Reduce：物を大切に使い、ごみを減らすこと）、リユース（Reuse：使える物は、繰り返し使うこと）、リ

サイクル（Recycle：ごみを資源として再び利用すること）の３つのＲ（アール）の総称のこと。 

ⅱ 持続可能な素材活用推進事業とは、日本でも 100％自給自足できる石灰石を原料とする紙とプラスチックの代替素材の利用を推進

する事業のこと。 

ⅲ 「どんぐりからの森づくり」推進事業とは、小学生によるどんぐりからの苗づくりと植樹を支援する事業のこと。 

ⅳ グリーンカーテン普及促進・さばＥＣＯストップ温暖化チャレンジ事業とは、グリーンカーテンの説明会やゴーヤの苗の配布のほ

か各家庭における省エネの取組みを表彰する事業のこと。 
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実施施策⑥ 美化活動の推進 

市民・市民団体・事業者・行政が一体となって、清潔で地域の在来生物に配慮した環境まちづ

くりを目指し、「まち美化」活動を展開します。 

 

主要な事業 

○外来植物防除等自然環境保全活動支援事業 

○日野川を清く美しくする会ⅰ支援事業 

実施施策⑦ 道路・河川・公園の保全 

公共空間の維持管理を市民協働で行うことにより、「まち美化」意識と地域コミュニケーショ

ンの向上を図ります。 

 

主要な事業 

○道路・河川・公園里親制度の普及促進事業 

実施施策⑧ 景観に対する住民意識の高揚 

市の美しい景観を保全するとともに、ふるさと鯖江を慈しむ心の醸成を図り、魅力あるまちづ

くりを推進するために、良好な景観づくりに努めます。 

 

主要な事業 

○花によるまちづくりコンクール事業 

○鯖江百景 PR 促進事業 

○県道鯖江停車場線（ＪＲ鯖江駅前）電線類地中化事業 

○街路樹の整備事業 

○公園整備市民協働事業ⅱ 

 

  

ⅰ 日野川を清く美しくする会とは、日野川を中心とした河川の汚濁防止を図り、企業・関係行政機関に対して公害防止の実施を要請

するとともに、住民に対しては郷土の自然を守るための意識の向上を図る活動を行う組織のこと。 

ⅱ 公園整備市民協働事業とは、公園の簡易な整備において、市が資材を提供し、市民が行う事業のこと。 
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世界のめがねの聖地ＳＡＢＡＥの確立に向けた組織強化 

 本総合戦略のコンセプトである ～世界のめがねの聖地ＳＡＢＡＥの確立～ に向けて各施策を

推進するために、行政課題に適切に対応できる組織への改革を進め、職員の意識改革や政策能力の

向上を図るなど、組織の強化を図っていきます。 

また、透明で公正な行政運営や効率的・効果的な行財政運営に努めるとともに、近隣市町との行政

事務の共同実施や国・県との連携・役割分担を進めます。 

 

（講じるべき施策の方向性） 

○職員の資質向上 

 総合戦略の実現に向けて複雑化する住民ニーズを的確に捉えた政策立案のため、種々の課題に

迅速かつ柔軟に対応できる職員の資質向上、人材育成を図ります。また、親切で、わかりやすい

市役所を目指し、窓口サービスの向上に努めます。 

（事業例）専門研修事業、人事評価事業、窓口職員の資質向上事業 

○健全で効率的な行政運営 

 効率的な行政運営による質の高い行政サービスを実現するため、選択と集中の考え方に基づく

事務事業の見直しや行政情報のデジタル化、組織の合理化、定員管理の適正化などに継続して取

り組みます。また、市税をはじめとする自主財源の確保に努めるとともに、事務事業の再点検と

経常経費の見直し等により歳出削減を行うなど健全な財政運営に努めます。 

（事業例）民間力活用推進事業、 

行政事務・手続きの標準化とデジタル化の推進（地理情報等） 

職員の情報リテラシー向上、ふるさと納税事業、 

クラウドファンディング型ふるさと納税の積極的活用、 

     市民税および固定資産税の未申告調査事業 

○人権尊重と地域連携の推進 

 人権尊重の意識向上を図るとともに市民主導による国際交流・国際貢献事業を支援し、同じ地

域に暮らす市民としての相互理解を育むことで、性別、年齢、障害の有無、国籍を問わず、全て

の市民が居場所と役割を持ち、ともに生きる共生社会の実現を目指します。また、防災分野にお

ける市域・県域を越えた自治体間の協力関係を促進し市民の安全確保に務めます。さらに、広域

的な連携による市民サービスの向上に向けた施策の研究に努めます。 

（事業例）人権擁護（ＬＧＢＴＱⅰを含む）啓発事業、多文化共生推進事業、災害時応援協定、 

広域的な連携事務 

 

  

ⅰ ＬＧＢＴＱとは、女性同性愛者（レズビアン、Lesbian）、男性同性愛者（ゲイ、Gay）、両性愛者（バイセクシュアル、Bisexual）、

体の性と心の性が一致しない人（トランスジェンダー、Transgender）、性自認や性的指向を定めない人（クエスチョニング、

Questioning）の各単語の頭文字を組み合わせた表現のこと。 
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基本施策１ 職員の資質向上 

ＫＰＩ（成果指標） 単位 現状値 目標値 

能力態度評価評点数（人事評価

制度） 
点 

３０.０／４０ 

（2018 年） 

一般職 ３２／４０ 

現業職 ３０／４０ 

（2024 年） 

 

実施施策① 職員の政策能力向上 

地方分権の時代を担う人材を育成するため、政策立案能力の強化を目的とする研修の受講機会

を充実します。また、公正で透明性の高い客観的な人事評価を実施します。 

 

 

主要な事業 

○専門研修事業 

○人事評価事業 

実施施策② 窓口サービスの向上 

市民の立場に立った窓口対応に心がけ、簡易な申請等は市民負担が軽減されるよう総合窓口で

対応します。 

また、総合窓口対応アンケート調査を定期的に実施し、市民の声を生かした総合窓口の充実を

図ることで、住民満足度向上に努めます。 

さらに、総合窓口を起点に市民の意見や要望等を集約し、各課への橋渡しをするとともに、担

当課と連携して対応するなど総合窓口機能等の更なる充実を図り、市民サービスの向上に全庁的

に取り組みます。 

 

主要な事業 

○窓口職員の資質向上事業 

○書かない窓口事業 

○窓口案内システム事業 

○総合窓口デジタルサポート推進事業 
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基本施策２ 健全で効率的な行政運営 

ＫＰＩ（成果指標） 単位 現状値 目標値 

職員数 人 
３９３ 

（2018 年） 

４００以下 

（2024 年） 

財政調整基金の年度末残高 百万円 
３，１７５ 

（2018 年） 

３，０００ 

（2024 年） 

実質公債費比率 ％ 
８.１ 

（2018 年） 

９.０ 

（2024 年） 

将来負担比率 ％ 
将来負担なし 

（2018 年） 

将来負担なし 

（2024 年） 

実質赤字比率 ― 
黒字 

（2018 年） 

黒字 

（2024 年） 

連結実質赤字比率 ― 
黒字 

（2018 年） 

黒字 

（2024 年） 

市債残高（臨時財政対策債を 

除く） 
百万円 

１４，２１０ 

（2018 年） 

１４，０００ 

（2024 年） 

市税の徴収率（現年度課税分） ％ 
９８．８ 

（2018 年） 

９９.０ 

（2024 年） 

 

実施施策① 効率的な行政運営 

新たな行政課題や市民の多様なニーズに即応した施策を実行できるように、柔軟な組織の見直

しや組織の横断的な連携、臨機なプロジェクトチーム等の編成を行い、組織の効率化を目指すと

ともに、施設管理業務等への民間力の積極的な導入を進めます。 

また、仕事の流れを適正かつ抜本的に見直し、行政事務・手続きの標準化、デジタル化を進め

ることで、事務の大幅な効率化を図るとともに、行政手続きオンライン化の基盤を構築します。 

 

 

主要な事業 

○民間力活用推進事業 

○組織の適正な配置人員、組織の検証 

○行政評価システム推進事業 

○行政事務・手続きの標準化とデジタル化の推進（地理情報等） 

○庁内コミュニケーション基盤運営事業 

○電子決裁の推進 

○職員の情報リテラシーⅰ向上 

  

ⅰ 情報リテラシーとは、目的に応じて情報を活用する能力のこと。 
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実施施策② 健全な財政運営 

民間資金の活用など自主財源の確保に努めるとともに、市債発行を抑制し、市債残高の削減を

図ります。災害等の不測の財政需要に備えるため、財政調整基金等の適正残高の維持に努めます。 

 

 

主要な事業 

○ふるさと納税事業（再掲） 

○クラウドファンディング型ふるさと納税の積極的活用（再掲） 

○事務事業全般の再点検による歳出の抑制および市債発行の抑制 

実施施策③ 適正な課税と積極的な徴収 

市民税と固定資産税（償却資産）の未申告者に対しては督促を行い、これに応じない場合は実

態調査および実地調査を行います。また、分かりやすい税情報の提供を行い、納税者の税知識の

効用に努めます。 

また、収納率の向上を図るため、口座振替納税の普及に努めます。特に、ペーパーレスに繋が

るペイジーⅰやｗｅｂⅱ による口座振替受付サービスを推進するほか、納税者の利便性を図るた

め、スマホ決済アプリなど電子納付によるキャッシュレス収納を推進します。 

さらに、滞納者ゼロを目指して悪質な滞納者に対しては、財産調査（不動産・動産・預貯金・

給与など）を行い、差押等の滞納処分を実施し、さらにその財産を公売するなどの強制執行を行

います。 

 

 

主要な事業 

○市民税および固定資産税の未申告調査事業 

○滞納処分の強化 

 

 

ⅰ ペイジーとは、市役所など収納機関と金融機関を共同のネットワークで結び、決済に関わるデータを伝送することで電子的に支払

いを行うサービスのこと。 

ⅱ ｗｅｂとは、インターネット上で標準的に用いられている文書の公開・閲覧システムのこと。 
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基本施策３ 人権尊重と地域連携の推進 

ＫＰＩ（成果指標） 単位 現状値 目標値 

人権(ＬＧＢＴＱを含む)に関す

る職員研修参加者数 

人 

（累計） 

２４５ 

(2015～2018 年) 

５４５ 

（2024 年） 

性別記載欄の削除・見直し可能

な書類等の内、削除済の書類等

の割合 

％ 
０ 

（2018 年） 

１００ 

（2024 年） 

日本語教室開催数 回 
４８ 

（2018 年） 

６０ 

（2024 年） 

国・県の支援事業における広域

連携事業採択数 

件 

（累計） 

３ 

（2019 年） 

５ 

（2024 年） 

 

実施施策① 共生社会の実現 

人権擁護（ＬＧＢＴＱを含む）に関する理解を深める事業を実施するほか、市内在住外国人に

対して、日本語教室や生活相談会、多言語による行政・生活情報の提供等を行うことで、住民同

士の相互理解を図り、全ての市民が居場所と役割を持ち、ともに生きる共生社会の実現を目指

します。また、市民レベルの国際交流・国際貢献事業を積極的に支援することでグローバル社会

に通用する人材育成も図ります。 

 

主要な事業 

○人権擁護（ＬＧＢＴＱを含む）啓発事業 

○多文化共生推進事業 

実施施策② 大規模災害支援事業 

大規模災害の発生時には、市域・県域を越えた自治体間の支援を図ります。また、災害時の避

難や支援物資等の提供など緊急時の自治体間の協力体制を整えます。 

 

主要な事業 

○災害時応援協定 
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実施施策③ 広域的行政サービスの充実 

ふくい嶺北連携中枢都市圏ⅰでの連携事業を推進するとともに、福井県丹南広域組合や鯖江広

域衛生施設組合など、広域的な連携による事務処理を行うほか、マイナンバー制度を活用した

広域行政サービスの有り方を研究します。 

 

 

主要な事業 

○広域的な連携事務 

 

  

ⅰ ふくい嶺北連携中枢都市圏は、平成 31 年 4 月 1 日に、福井市と圏域 10 市町（大野市、勝山市、鯖江市、あわら市、越前市、坂

井市、永平寺町、池田町、南越前町、越前町）が連携協約を締結し発足しました。嶺北 11 市町の連携により、人口減少・少子高齢

社会にあっても、地域経済を持続可能なものとし、地域住民が安心して快適な暮らしを営むことができる圏域の形成を目指し、「ふ

くい嶺北連携中枢都市圏ビジョン」に基づき、連携事業を推進します。 
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８ 財政収支の見通し（令和 3 年 3 月改訂） 

【歳入】                             （単位：百万円） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 

市税 9,438 8,825 9,057 9,271 9,291 9,551 

地方交付税 4,560 4,750 4,851 4,929 4,979 5,146 

国･県支出金 5,987 6,280 6,198 6,530 6,963 6,616 

市債 2,737 2,471 2,512 3,014 2,838 2,166 

その他 4,118 3,222 3,179 3,209 3,199 3,199 

計 26,840 25,548 25,797 26,953 27,270 26,678 

上記の推計方法 

市税 内閣府「中長期の経済財政に関する試算」の伸び率等を反映 

地方交付税 
過去３年間の概算要求の出口ベースの伸びを考慮 

および毎年の税の伸び分に対する普通交付税の影響を反映 

国･県支出金 扶助費および投資的経費（普通建設事業費等）の見込から算出 

市債 投資的経費（普通建設事業費等）、臨時財政対策債、市場公募債借換債に基づき算出 

その他 作成年度と同様を基本とするが、減債基金繰入分については調整 

【歳出】                             （単位：百万円） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 

義務的経費 13,375 13,438 13,632 13,690 14,013 14,120 

 人件費 4,078 4,172 4,064 4,150 4,031 4,225 

扶助費 6,329 6,779 6,949 7,124 7,304 6,717 

公債費（元金） 2,833 2,561 2,561 2,624 2,671 2,384 

公債費（利子） 135 120 116 115 114 103 

投資的経費 2,853 1,743 1,863 2,673 2,497 1,791 

その他 10,612 10,667 10,461 10,509 10,849 10,499 

計 26,840 25,848 25,956 26,872 27,359 26,410 

上記の推計方法 

人件費 定年退職者数による退職手当や会計年度任用職員制度の見込を反映 

扶助費 過去５年度の対前年度伸び率のうち最高値と最低値を除外した平均伸び率を反映 

公債費 既発債の償還見込と新発債見込を償還ルールに基づき算定（３年据置 １５年償還） 

投資的経費 見込まれる大型の事業を反映 

その他 作成年度と同様とするが、特別会計や一部事務組合への負担金の増減等を考慮する 

                               （単位：百万円） 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 

収支(歳入－歳出)  △300 △159 ＋81 △89 ＋268 

財政調整基金残高 2,559 2,259 2,100 2,181 2,092 2,360 

市債残高 26,151 25,973 25,924 26,377 26,591 26,086 

臨時財政対策債 11,596 11,970 12,130 12,162 12,147 11,917 

臨時財政対策債以外 14,555 14,003 13,794 14,215 14,444 14,169 
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９ 「総合戦略」とＳＤＧｓ対比表 

ターゲット 基本目標 基本施策 実施施策 

 

Ⅲ 若くて元気なまちの

創造 

１ 安心して結婚・出産・

子育てができるまち 

② 出産・子育ての負担軽減 

③ 子育て環境の整備 

Ⅳ 安心で快適に暮らせ

るまちの創造 

２ 魅力あふれるまちなか

の創造 
① 居住や都市機能の誘導 

３ 幹線交通網の変化を見

据えた二次交通網の整

備 

① 幹線交通網と二次交通網のネ

ットワークによる地域公共交通

網の形成 

４ 強靭で安全・安心なま

ち 

② 消費者保護の推進 

⑥ 公共施設等の長寿命化 

 

Ⅰ 魅力ある雇用の創出 
５ 楽しくてもうかる農業

経営の確立 

① 農業の担い手づくり 

② ６次産業化の支援 

③ 農業、農村の多面的機能の維

持、発揮 

④ 農業基盤の整備促進 

⑤ 人と生き物の共生の推進 

Ⅳ 安心で快適に暮らせ

るまちの創造 

２ 魅力あふれるまちなか

の創造 
① 居住や都市機能の誘導 

３ 幹線交通網の変化を見

据えた二次交通網の整

備 

① 幹線交通網と二次交通網のネ

ットワークによる地域公共交通

網の形成 

 

Ⅰ 魅力ある雇用の創出 ４ 女性が輝くまちの創造 

① 女性の活躍支援 

② ワーク・ライフ・バランスの

推進 

Ⅲ 若くて元気なまちの

創造 

１ 安心して結婚・出産・

子育てができるまち 

② 出産・子育ての負担軽減 

③ 子育て環境の整備 

④ ワーク・ライフ・バランスの

推進（再掲） 

２ 子どもがいきいきと過

ごすまち 

② 食育の推進 

④ スポーツ環境の充実 

３ 生涯現役で生涯青春の

まち 

① 生きがいづくりと社会参加活

動への支援 

② 健康づくりと積極的な介護予

防の推進 

③ 誰もが地域で安心して暮らせ

るまちづくり 

④ 高齢者・シニアの雇用対策 

⑤ 生涯学習体制の充実 

⑥ 生涯スポーツの推進 
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ターゲット 基本目標 基本施策 実施施策 

 

Ⅳ 安心で快適に暮らせ

るまちの創造 

２ 魅力あふれるまちなか

の創造 
① 居住や都市機能の誘導 

３ 幹線交通網の変化を見

据えた二次交通網の整

備 

① 幹線交通網と二次交通網のネ

ットワークによる地域公共交通

網の形成 

４ 強靭で安全・安心なま

ち 
⑥ 公共施設等の長寿命化 

５ 環境にやさしい魅力的

なまち 
② 公害の防止 

 

Ⅰ 魅力ある雇用の創出 ４ 女性が輝くまちの創造 ① 女性の活躍支援 

Ⅱ 若者が住みたくなる

まちの創造 

１ 若者の夢を応援するま

ち ～よそ者に寛大で

多様性があるまち～ 

① 学生連携事業 

② 高校生のまちづくり参加の促

進 

２ さばえファン（関係人

口）の獲得 
② 学生連携事業（再掲） 

４ ものづくり教育とふる

さと学習の推進 

① ＩＴ教育の推進 

② ものづくりを核としたふるさ

と教育の推進 

③ ふるさとの歴史・文化再発見 

④ 市民との協働事業の推進 

５ 参加と協働による市民

主役 
① 市民主役の推進 

Ⅲ 若くて元気なまちの

創造 

１ 安心して結婚・出

産・子育てができるま

ち 

② 出産・子育ての負担軽減 

２ 子どもがいきいきと過

ごすまち 

① 学校教育環境の充実 

② 食育の推進 

③ 学校図書館の充実 

④ スポーツ環境の充実 

⑤ 文化活動の推進 

３ 生涯現役で生涯青春の

まち 

① 生きがいづくりと社会参加活

動への支援 

⑤ 生涯学習体制の充実 

Ⅳ 安心で快適に暮らせ

るまちの創造 

１ デジタルファーストの

推進 
② データの利活用 

４ 強靭で安全・安心なま

ち 

② 消費者保護の推進 

⑥ 公共施設等の長寿命化 
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ターゲット 基本目標 基本施策 実施施策 

 

Ⅰ 魅力ある雇用の創出 

２ 既存産業の高度化 ① 地域産業の活性化 

３ 若者に魅力ある働く場

の確保 
① 企業立地の推進 

４ 女性が輝くまちの創造 

① 女性の活躍支援 

② ワーク・ライフ・バランスの

推進 

５ 楽しくてもうかる農業

経営の確立 
① 農業の担い手づくり 

Ⅱ 若者が住みたくなる

まちの創造 

１ 若者の夢を応援するま

ち ～よそ者に寛大で

多様性があるまち～ 

② 高校生のまちづくり参加の促

進 

Ⅲ 若くて元気なまちの

創造 

１ 安心して結婚・出産・

子育てができるまち 

① 出会い交流等のサポート 

② 出産・子育ての負担軽減 

③ 子育て環境の整備 

④ ワーク・ライフ・バランスの

推進（再掲） 

２ 子どもがいきいきと過

ごすまち 
① 学校教育環境の充実 

Ⅳ 安心で快適に暮らせ

るまちの創造 

２ 魅力あふれるまちなか

の創造 

① 居住や都市機能の誘導 

② 中心市街地の活性化 

４ 強靭で安全・安心なま

ち 
① 防災・防犯対策の推進 

 

Ⅳ 安心で快適に暮らせ

るまちの創造 

２ 魅力あふれるまちなか

の創造 
① 居住や都市機能の誘導 

４ 強靭で安全・安心なま

ち 

⑤ 上水道耐震管路の整備（更

新） 

⑥ 公共施設等の長寿命化 

５ 環境にやさしい魅力的

なまち 

① 自然環境の保全 

② 公害の防止 

 

Ⅳ 安心で快適に暮らせ

るまちの創造 

５ 環境にやさしい魅力的

なまち 

③ 循環型社会の推進 

④ 地球温暖化防止対策の推進 

⑤ 環境市民の育成 

 

Ⅰ 魅力ある雇用の創 

出 

１ 地場産業の技術を活か

した新産業の創造 

① 企業の経営基盤強化 

② 創業等の支援 

２ 既存産業の高度化 
① 地域産業の活性化 

② 企業の経営基盤強化（再掲） 

３ 若者に魅力ある働く場

の確保 

① 企業立地の推進 

② 若者の就労機会の確保 

③ 創業等の支援（再掲） 
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ターゲット 基本目標 基本施策 実施施策 

 

Ⅰ 魅力ある雇用の創 

出 

４ 女性が輝くまちの創造 

① 女性の活躍支援 

② ワーク・ライフ・バランスの

推進 

③ 創業等の支援（再掲） 

５ 楽しくてもうかる農業

経営の確立 

① 農業の担い手づくり 

② ６次産業化の支援 

③ 農業、農村の多面的機能の維

持、発揮 

④ 農業基盤の整備促進 

⑤ 人と生き物の共生の推進 

Ⅱ 若者が住みたくなる

まちの創造 

１ 若者の夢を応援するま

ち ～よそ者に寛大で

多様性があるまち～ 

③ ふるさと納税の推進 

④Ｕ・Ｉターン者定住促進 

２ さばえファン（関係人

口）の獲得 

① 関係人口創出事業 

② 学生連携事業（再掲） 

③ ふるさと納税の推進（再掲） 

３ 河和田キャンパス(創

造産地)の構築 

① 河和田地区への移住・定住促

進 

② 交流人口増加への取組み 

４ ものづくり教育とふる

さと学習の推進 

① ＩＴ教育の推進 

② ものづくりを核としたふるさ

と教育の推進 

６ 地域資源を活かす観光

の推進 

① 産業観光の充実 

② 広域観光の推進 

③ 街なか観光の推進 

Ⅲ 若くて元気なまちの

創造 

１ 安心して結婚・出産・

子育てができるまち 

④ ワーク・ライフ・バランスの

推進（再掲） 

３ 生涯現役で生涯青春の

まち 

① 生きがいづくりと社会参加活

動への支援 

② 健康づくりと積極的な介護予

防の推進 

④ 高齢者・シニアの雇用対策 

Ⅳ 安心で快適に暮ら

せるまちの創造 

１ デジタルファーストの

推進 
① デジタルガバメントの実現 

 

Ⅰ 魅力ある雇用の創出 

１地場産業の技術を活か

した新産業の創造 

① 企業の経営基盤強化 

② 創業等の支援 

２ 既存産業の高度化 
① 地域産業の活性化 

② 企業の経営基盤強化（再掲） 



99 

 

３ 若者に魅力ある働く場

の確保 

① 企業立地の推進 

③ 創業等の支援（再掲） 

ターゲット 基本目標 基本施策 実施施策 

 

Ⅰ 魅力ある雇用の創出 

４ 女性が輝くまちの創造 ③ 創業等の支援（再掲） 

５ 楽しくてもうかる農業

経営の確立 

① 農業の担い手づくり 

② ６次産業化の支援 

③ 農業、農村の多面的機能の維

持、発揮 

④ 農業基盤の整備促進 

⑤ 人と生き物の共生の推進 

Ⅱ 若者が住みたくなる

まちの創造 

１ 若者の夢を応援するま

ち ～よそ者に寛大で

多様性があるまち～ 

③ ふるさと納税の推進 

④Ｕ・Ｉターン者定住促進 

２ さばえファン（関係人

口）の獲得 

① 関係人口創出事業 

② 学生連携事業（再掲） 

③ ふるさと納税の推進（再掲） 

３ 河和田キャンパス(創

造産地)の構築 

① 河和田地区への移住・定住促

進 

② 交流人口増加への取組み 

４ ものづくり教育とふる

さと学習の推進 

① ＩＴ教育の推進 

② ものづくりを核としたふるさ

と教育の推進 

６ 地域資源を活かす観光

の推進 

① 産業観光の充実 

② 広域観光の推進 

③ 街なか観光の推進 

Ⅳ 安心で快適に暮らせ

るまちの創造 

１ デジタルファーストの

推進 
① デジタルガバメントの実現 

２ 魅力あふれるまちなか

の創造 

① 居住や都市機能の誘導 

② 中心市街地の活性化 

３ 幹線交通網の変化を見

据えた二次交通網の整

備 

① 幹線交通網と二次交通網のネ

ットワークによる地域公共交通

網の形成 

４ 強靭で安全・安心なま

ち 
① 防災・防犯対策の推進 

５ 環境にやさしい魅力的

なまち 
② 公害の防止 

 

Ⅰ 魅力ある雇用の創 

出 
４ 女性が輝くまちの創造 

① 女性の活躍支援 

② ワーク・ライフ・バランスの

推進 
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Ⅱ 若者が住みたくなる

まちの創造 

１ 若者の夢を応援するま

ち ～よそ者に寛大で

多様性があるまち～ 

② 高校生のまちづくり参加の促

進 

③ ふるさと納税の推進 

④Ｕ・Ｉターン者定住促進 

ターゲット 基本目標 基本施策 実施施策 

 

Ⅱ 若者が住みたくなる

まちの創造 

２ さばえファン（関係人

口）の獲得 

① 関係人口創出事業 

② 学生連携事業（再掲） 

③ ふるさと納税の推進（再掲） 

３ 河和田キャンパス(創

造産地)の構築 

① 河和田地区への移住・定住促

進 

② 交流人口増加への取組み 

４ ものづくり教育とふる

さと学習の推進 

① ＩＴ教育の推進 

② ものづくりを核としたふるさ

と教育の推進 

③ ふるさとの歴史・文化再発見 

④ 市民との協働事業の推進 

５ 参加と協働による市民

主役 
① 市民主役の推進 

Ⅲ 若くて元気なまちの

創造 

１ 安心して結婚・出産・

子育てができるまち 

① 出会い交流等のサポート 

② 出産・子育ての負担軽減 

③ 子育て環境の整備 

④ ワーク・ライフ・バランスの

推進（再掲） 

３ 生涯現役で生涯青春の

まち 

③ 誰もが地域で安心して暮らせ

るまちづくり 

Ⅳ 安心で快適に暮らせ

るまちの創造 

１ デジタルファーストの

推進 

① デジタルガバメントの実現 

② データの利活用 

 

Ⅱ 若者が住みたくなる

まちの創造 

６ 地域資源を活かす観光

の推進 

② 広域観光の推進 

③ 街なか観光の推進 

Ⅲ 若くて元気なまちの

創造 

１ 安心して結婚・出産・

子育てができるまち 
③ 子育て環境の整備 

Ⅳ 安心で快適に暮らせ

るまちの創造 

１ デジタルファーストの

推進 

① デジタルガバメントの実現 

② データの利活用 

２ 魅力あふれるまちなか

の創造 

① 居住や都市機能の誘導 

② 中心市街地の活性化 

③ 西山公園の充実 

３ 幹線交通網の変化を見

据えた二次交通網の整

備 

① 幹線交通網と二次交通網のネ

ットワークによる地域公共交通

網の形成 
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４ 強靭で安全・安心なま

ち 

① 防災・防犯対策の推進 

② 消費者保護の推進 

③ 交通安全の推進 

④ 浸水被害総合軽減事業 

⑤ 上水道耐震管路の整備（更

新） 

⑥ 公共施設等の長寿命化 

⑦ 民間住宅の耐震改修 

ターゲット 基本目標 基本施策 実施施策 

 

Ⅳ 安心で快適に暮らせ

るまちの創造 

５ 環境にやさしい魅力的

なまち 

② 公害の防止 

⑥ 美化活動の推進 

⑦ 道路・河川・公園の保全 

⑧ 景観に対する住民意識の高揚 

 

Ⅰ 魅力ある雇用の創出 
３ 若者に魅力ある働く場

の確保 
① 企業立地の推進 

Ⅳ 安心で快適に暮らせ

るまちの創造 

２ 魅力あふれるまちなか

の創造 
② 中心市街地の活性化 

４ 強靭で安全・安心なま

ち 

① 防災・防犯対策の推進 

⑥ 公共施設等の長寿命化 

５ 環境にやさしい魅力的

なまち 

③ 循環型社会の推進 

④ 地球温暖化防止対策の推進 

⑤ 環境市民の育成 

 

Ⅳ 安心で快適に暮らせ

るまちの創造 

３ 幹線交通網の変化を見

据えた二次交通網の整

備 

① 幹線交通網と二次交通網のネ

ットワークによる地域公共交通

網の形成 

５ 環境にやさしい魅力的

なまち 

② 公害の防止 

③ 循環型社会の推進 

④ 地球温暖化防止対策の推進 

⑤ 環境市民の育成 

 

Ⅳ 安心で快適に暮らせ

るまちの創造 

５ 環境にやさしい魅力的

なまち 

① 自然環境の保全 

② 公害の防止 

③ 循環型社会の推進 

④ 地球温暖化防止対策の推進 

⑤ 環境市民の育成 

⑦ 道路・河川・公園の保全 

 

Ⅰ 魅力ある雇用の創出 
５ 楽しくてもうかる農業

経営の確立 

① 農業の担い手づくり 

② ６次産業化の支援 

③ 農業、農村の多面的機能の維

持、発揮 

④ 農業基盤の整備促進 

⑤ 人と生き物の共生の推進 



102 

 

Ⅱ 若者が住みたくなる

まちの創造 

６ 地域資源を活かす観光

の推進 
③ 街なか観光の推進 

Ⅳ 安心で快適に暮らせ

るまちの創造 

２ 魅力あふれるまちなか

の創造 

② 中心市街地の活性化 

③ 西山公園の充実 
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ターゲット 基本目標 基本施策 実施施策 

 

Ⅳ 安心で快適に暮らせ

るまちの創造 

５ 環境にやさしい魅力的

なまち 

③ 循環型社会の推進 

④ 地球温暖化防止対策の推進 

⑤ 環境市民の育成 

⑥ 美化活動の推進 

⑦ 道路・河川・公園の保全 

 

Ⅳ 安心で快適に暮らせ

るまちの創造 

４ 強靭で安全・安心なま

ち 
② 消費者保護の推進 

５ 環境にやさしい魅力的

なまち 
② 公害の防止 

 

Ⅰ 魅力ある雇用の創出 

１ 地場産業の技術を活か

した新産業の創造 

① 企業の経営基盤強化 

② 創業等の支援 

２ 既存産業の高度化 
① 地域産業の活性化 

② 企業の経営基盤強化（再掲） 

３ 若者に魅力ある働く場

の確保 

① 企業立地の推進 

② 若者の就労機会の確保 

③ 創業等の支援（再掲） 

４ 女性が輝くまちの創造 

① 女性の活躍支援 

② ワーク・ライフ・バランスの

推進 

③ 創業等の支援（再掲） 

５ 楽しくてもうかる農業

経営の確立 
⑤ 人と生き物の共生の推進 

Ⅱ 若者が住みたくなる

まちの創造 

１ 若者の夢を応援するま

ち ～よそ者に寛大で

多様性があるまち～ 

① 学生連携事業 

② 高校生のまちづくり参加の促

進 

③ ふるさと納税の推進 

２ さばえファン（関係人

口）の獲得 

① 関係人口創出事業 

② 学生連携事業（再掲） 

③ ふるさと納税の推進（再掲） 

３ 河和田キャンパス(創

造産地)の構築 

① 河和田地区への移住・定住促

進 

② 交流人口増加への取組み 

４ ものづくり教育とふる

さと学習の推進 
④ 市民との協働事業の推進 

５ 参加と協働による市民

主役 
① 市民主役の推進 

Ⅲ 若くて元気なまちの

創造 

１ 安心して結婚・出産・

子育てができるまち 

③ 子育て環境の整備 

④ ワーク・ライフ・バランスの

推進（再掲） 
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ターゲット 基本目標 基本施策 実施施策 

 

Ⅲ 若くて元気なまちの

創造 

３ 生涯現役で生涯青春の

まち 

③ 誰もが地域で安心して暮らせ

るまちづくり 

Ⅳ 安心で快適に暮らせ

るまちの創造 

３ 幹線交通網の変化を見

据えた二次交通網の整

備 

① 幹線交通網と二次交通網のネ

ットワークによる地域公共交通

網の形成 

４ 強靭で安全・安心なま

ち 

① 防災・防犯対策の推進 

③ 交通安全の推進 

④ 浸水被害総合軽減事業 

５ 環境にやさしい魅力的

なまち 

③ 循環型社会の推進 

④ 地球温暖化防止対策の推進 

⑤ 環境市民の育成 

⑥ 美化活動の推進 

⑦ 道路・河川・公園の保全 

⑧ 景観に対する住民意識の高揚 
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付属資料 

１ 第２期鯖江市まち・ひと・しごと創生総合戦略策定体制 

 

 

 

  

 

市民等 

アンケート調査等 

意見交換会等 

総合戦略公表 
ニーズ把握 

提案 

若者が住みたくなる 

・住み続けたくなる 

“ふるさと鯖江” 

創生本部 

 

市 長 

 

鯖江市総合戦略推進会

議 

答 申 

諮 問 

 

市議会 

説明 

意見 
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２ 鯖江市総合戦略推進会議委員 

 会 長： 野村 一榮 

 副会長： 川島 洋一 ・ 竹部 美樹                （５０音順 敬称略） 

〇は分科会長 

分科会 １：魅力ある雇用の創出 

２：若者が住みたくなるまちの創造 

３：若くて元気なまちの創造 

４：安心で快適に暮らせるまちの創造 

所属等 氏 名 分科会 備考 

株式会社ＬＩＦＵＬＬ ＦａＭ 代表取締役 秋庭 麻衣 ３  

福井県教職員組合鯖江支部 書記 阿部 育美 ４  

東洋大学経済学部総合政策学科 准教授 井上 武史 ３ 〇 

鯖江市区長会連合会 副会長 落合 康治 ３  

福井工業大学 地域連携研究推進センター長 川島 洋一 ４ 〇 

福井銀行鯖江支店 支店長 木村 祥久 ４  

（一社）福井県眼鏡協会 副会長 小松原一身 １ 〇 

さばえ男女共同参画ネットワーク 会長 齋藤 啓子 ２  

福井丹南農業協同組合 代表理事専務 齊藤 雅幸 ４  

子ども子育て会議 委員 酒井友季子 ２  

農事組合法人エコファーム舟枝 理事長 瀬戸川善一 １  

福井信用金庫総合企画部 副部長（兼 総合企画課 課長） 髙原 世篤 １  

鯖江市民主役条例推進委員会 委員 竹部 美樹 ２ 〇 

谷口法律事務所 鯖江支所 弁護士 千葉真貴子 ４  

鯖江商工会議所 前会頭 野村 一榮 －  

協同組合鯖江市繊維協会 代表 長谷川裕二 ３  

鯖江市小中学校校長会 会長 畑中  泉 ３  

鯖江高等学校 校長 福嶋 洋之 ２  

Ｃｏｄｅ ｆｏｒ Ｓａｂａｅ 代表 福野 泰介 ２  

福井新聞社鯖江支社 支社長 水口 浩樹 ４  

越前漆器協同組合 青年部長 宮下 剛史 ３  

地域おこし協力隊 森  一貴 ２  

鯖江商工会議所青年部未来の風委員会 委員長 山岸  充 １  

株式会社メディディア医療デザイン研究所 代表取締役 山本 典子 ３  

（一社）鯖江観光協会 理事 山本 初治 ２  
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３ 鯖江市総合戦略推進会議への諮問 

 

令和元年８月１９日 

 

 鯖江市総合戦略推進会議 

  会 長  野村 一榮  様 

 

鯖江市長 牧 野 百 男 

 

 

第２期「鯖江市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の策定および 

策定後の施策進捗の調査・審議について（諮問） 

 

 今後、少子・高齢化が一層進展することが懸念される中、引き続き、人口減少の克服、地

域経済の活性化、さらには安全・安心で豊かな地域社会の形成に一体的に取り組むため、第

２期「鯖江市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定したいので諮問します。 

 

諮 問 理 由 

 

鯖江市では、平成２７年１０月に、少子・高齢化社会の進展や県外への若者流出による

人口減少問題に対応し、活力ある地域社会を創造することを目的とする、「鯖江市まち・ひ

と・しごと創生総合戦略」を策定し、～世界にはばたく地域ブランド「めがねのまちさば

え」～をコンセプトに、地域資源を最大限に活用することにより、地域ブランド力を高

め、魅力ある雇用を生み出し、若者が住みたくなる・住み続けたくなるまちづくりに取り

組んできました。 

現在のところ、鯖江市の人口は、社会増が自然減を上回っていることで、増加傾向が続

いています。しかし、少子高齢化が一層進展することで、近い将来、自然減が社会増を上

回り、人口が減少に転じると考えられています。 

そこで、本市が、将来にわたり発展し続けられるよう、今年度、最終年度を迎えた総合

戦略の充実・強化を図り、国および福井県において策定する第２期「総合戦略」との連携

を勘案しながら、継続して、人口、経済、地域社会の課題に一体的に取り組むため、第２

期「鯖江市まち・ひと・しごと創生総合戦略」の策定と計画期間中の施策進捗の調査・審

議を求めるものです。 
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４ 鯖江市総合戦略推進会議からの答申 

 

令和２年３月１９日 

 

鯖江市長  牧 野 百 男  様 

 

 鯖江市総合戦略推進会議 

 会 長  野 村 一 榮 

 

 

第２期鯖江市まち・ひと・しごと創生総合戦略（案）について（答申） 

 

令和元年８月１９日に諮問のありました「第２期鯖江市まち・ひと・しごと創生総合戦略」

の策定について、慎重に調査・審議を行った結果、下記の意見を付して別添のとおり答申し

ます。 

なお、貴職におかれましては、この答申の趣旨を最大限に尊重して、「第２期鯖江市まち・

ひと・しごと創生総合戦略」を策定されるとともに、計画の着実な推進を図られるよう要望

します。 

 

記 

 

多くの地方自治体で、人口減少の克服、地域経済の活性化、さらには安全・安心で豊か

な地域社会の形成などが課題となる中、当会議では、人口、経済、地域社会の課題に対し

て、第１期総合戦略の取組みを継続するとともに、新たなステップに向けて地方創生に取

り組んでいくため、「第２期鯖江市まち・ひと・しごと創生総合戦略」（案）を策定しまし

た。 

第１期の総合戦略の成果と課題を踏まえ、４つの基本目標は変更せず、重点施策「ＳＤ

Ｇｓの推進」のもとに、「女性が活躍しやすいまちづくり」、「強靭かつ環境にやさしいまち

づくり」、「Ｓｏｃｉｅｔｙ５．０の実現」を加え、各施策を展開する上での新たな方向性

として示しました。 

また、人口減少に直結するＫＰＩ「若者の社会減の抑制」や「出生数」が後退している

ことから、より一層、若者に魅力ある雇用の創出と働きやすい環境づくり、関係人口の増

加、子育て環境の充実などに取り組むとともに、今後の厳しい財政状況や人手不足に対応

するために、ＩｏＴ、ロボット、ＡＩ等の先端技術を活用した人間中心の人に優しい社会

の構築も目指していくことが求められます。 

この総合戦略に基づき、将来の鯖江市を担う子どもたちが、このまちに誇りと愛着を持

ち、住み続けたいと思えるような、夢のあるまちづくりに向けて、市民と協働で力強く歩

まれることを要望します。 
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５ 第２期鯖江市まち・ひと・しごと創生総合戦略策定経過 

【若者が住みたくなる・住み続けたくなる“ふるさと鯖江”創生本部会議】 

まち・ひと・しごと創生に全庁体制で取り組むため、市長を本部長とする「若者が住みたくな

る・住み続けたくなる“ふるさと鯖江”創生本部」を設置しました。 

 

本部会議 開催日 

第１回 令和元年 8 月 9 日 

第２回 令和元年 11 月 13 日 

 

【鯖江市総合戦略推進会議】 

鯖江市まち・ひと・しごと創生総合戦略の策定および推進に当たり、市民、産業界、大学、金

融機関、労働団体、言論界、士業等のいわゆる「産官学金労言士」の有識者の意見を反映するた

め、25 人の委員で構成される「鯖江市総合戦略推進会議」を設置しました。 

また、推進会議の中に、より詳細な審議を行うために、「魅力ある雇用の創出」、「若者が住み

たくなるまちの創造」、「若くて元気なまちの創造」、「安心で快適に暮らせるまちの創造」の４つ

の分科会も設置しました。 

 

推進会議 開催日 

第１回 令和元年 8 月 19 日 

第２回 令和元年 11 月 11 日 

第３回 令和 2 年 2 月 4 日 

 

分科会 開催日 

魅力ある雇用の創出 令和元年 10 月 4 日 

若者が住みたくなるまちの創造 令和元年 10 月 10 日 

若くて元気なまちの創造 令和元年 10 月 7 日 

安心で快適に暮らせるまちの創造 令和元年 10 月 9 日 

 

６ 戦略策定にあたっての主な意見交換・意向調査 

Ⅰ 鯖江市議会 

本会議、全員協議会において人口ビジョンおよび総合戦略について説明を行いました。 

令和元年 8 月 21 日 全委員協議会で策定スケジュール・第１期戦略の進捗状況等を説明 

令和元年 11 月 20 日 全委員協議会で第２期総合戦略素案を説明 

令和元年 12 月 9 日 定例会で代表質問 

令和 2 年 2 月 10 日 全委員協議会で第２期総合戦略案を説明 

令和 2 年 3 月 2 日 定例会で一般質問 
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Ⅱ 各種団体等との意見交換会 

様々な立場の人たちの意見を反映させるため、４団体１４７人の皆さんと意見交換を実施し

ました。 

令和元年 9 月 10 日 さばえ男女共同参画ネットワーク理事会（１３人） 

令和元年 9 月 17 日 市民主役条例推進委員会（１１人） 

令和元年 9 月 17 日 鯖江商工会議所青年部（１１８人） 

令和元年 9 月 24 日 鯖江地区商店街連合会役員会（５人） 

 

Ⅲ 市民アンケート 

１６歳以上の市民を対象に１，０００人を無作為抽出して実施しました。 

  実施期間：令和元年 6 月 28 日（金）～ 7 月 16 日（火） 

   回収数：４６９件 

   回収率：４６.９％ 

 

Ⅳ パブリックコメント 

第２回総合戦略推進会議で議論した総合戦略案について市民の意見を募集しました。 

  実施期間：令和元年 12 月 23 日（月）～ 令和 2 年 1 月 10 日（金） 

   応募数：４件 

   応募意見：９件 
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７ 人口ビジョン策定にあたっての調査研究 

Ⅰ 若者が住みたくなる・住み続けたくなるまちづくりに関する調査研究委員会 

若者層の流出の背景・要因を把握し、若者定住の条件と考えられる住環境、就学・就業環境、

結婚・出産・子育て環境等を分析し、今後の方向性等を検討するため、10 人の委員で構成され

る「若者が住みたくなる・住み続けたくなるまちづくりに関する調査研究委員会」を設置しまし

た。本調査研究は一般財団法人地方自治研究機構との共同研究で行いました。本調査研究内で実

施したアンケート調査やグループインタビューの結果については、鯖江市人口ビジョンに反映

しました。 

 

 委 員 長： 井上 武史                      （５０音順 敬称略） 

 ※ 一般財団法人地方自治研究機構との共同研究（基礎調査をビズデザイン株式会社に委託） 

 

委員会 開催日 

第１回 平成 27 年 7 月 15 日 

第２回 平成 27 年 10 月 2 日 

第３回 平成 28 年 1 月（予定） 

 

  

所属等 氏 名 

福井県立大学 地域経済研究所 准教授 井上 武史 

子ども子育て会議 委員 加藤 貞子 

（一社）福井県眼鏡協会 副会長 小松原 一身 

鯖江市 政策経営部長 斎藤 幸治 

鯖江市区長会連合会 副会長 齋藤 晉 

（一財）地方自治研究機構 調査研究部長 鈴木 善彰 

鯖江市市民主役条例推進委員会 委員 竹部 美樹 

ＴＳＵＧＩ 新山 直広 

鯖江商工会議所 会頭 野村 一榮 

鯖江市 地方創生統括監 三上 裕介 
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Ⅱ 若者の居住地選択意向ｗｅｂアンケート 

若者が居住地を選択する際の条件の傾向を把握するため、ｗｅｂアンケートによる調査を実

施しました。 

実施期間：平成 27 年 8 月 27 日（木）～平成 27 年 9 月 6 日（日） 

   回答数：703（18～34 歳） 

対 象 回答数 対 象 回答数 

県内在住の大学生 23 県内他市町在住の社会人 155 

金沢市在住の大学生 52 金沢市在住の社会人 103 

富山市在住の大学生 26 富山市在住の社会人 103 

東京 23 区在住の大学生 103 東京 23 区在住の社会人 103 

鯖江市在住の社会人 35 

 

Ⅲ 若者の居住地選択意向 グループインタビュー 

ｗｅｂアンケート調査の結果について、より詳細に検証するために、５つのグループに対して

聞き取り調査を実施しました。 

実施日：平成 27 年 9 月 12 日（土）・13 日（日） 

参加者：市内在住もしくは市内に通学・通勤している次の５グループ 

①高校および高専の学生・卒業生 ９人 

（鯖江市、永平寺町、福井市、越前市、越前町在住） 

②就職後１～２年目の独身社会人 ５人 

（鯖江市、池田町、越前市在住（全員Ｕターン）） 

③高校卒業前後の当事者の親 ５人 

（鯖江市在住） 

④ＵＪターンの就職後５年目前後の独身社会人 ５人 

（鯖江市在住（福井市からの Jターン含む）） 

⑤ＵＪターンの就職後１２～１３年目の既婚者 ５人 

（鯖江市、池田町、越前市在住（越前市からの Jターン含む）） 
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